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◎ 議 事 日 程 

 

令和８年３月９日（月） 午前９時開議 

 

 議事日程第３号 

   日程第１   一般質問 

散  会  

 

◎ 本日の会議に付した事件 

       議事日程第３号のとおり 

 

◎ 開   議 

午前９時 

○丹野貞子議長 おはようございます。 

   本日の欠席通告議員はおりません。 

   ただいまの出席議員数は14名であります。

定足数に達しておりますので、直ちに本日の

会議を開きます。 

   本日の議事日程はお手元に配付のとおりで

あります。 

○丹野貞子議長 日程第１、一般質問を行います。 

   一般質問の時間は、答弁を含め60分であり

ます。終了５分前に振鈴で知らせ、60分で打

ち切ります。 

   本日は、３番林智議員から10番鈴木英友議

員までとします。 

   ３番林智議員の一般質問を行います。 

   「３番林智議員」 

○３番（林智議員） おはようございます。 

   それでは、本日最初の一般質問を行わせて

いただきます。 

   現在計画されている学校整備計画について。 

   現在、河北町小中学校整備計画は、令和４

年、小学校のあり方検討委員会を設置し、場

所と財政的知見は不問との前提で協議し、１

校にすることが最適、小学校校舎を新設し、

小中学校一貫教育等の答申が令和５年にあり

ました。 

   これを受け、令和６年に小中一貫型小学校

中学校とする、老朽化が進む中学校の校舎整

備も含めて行う等の小学校の整備に向けた基

本方針が策定されました。 

   令和７年には、町立小中学校整備委員会が

設置され、基本構想・基本計画（案）が策定

されました。 

   それぞれの委員会の議事録を見ると、当初、

小学校１校に統合する、小中一貫型小学校中

学校とし、中学校敷地に整備する等と進んで

きたと理解します。 

   財政的負担が大きいとの判断から、老朽化

の進む中学校は修繕して使用することとなり、

どの程度の修繕費用かは令和８年度で調査し

ないと分からないとの状況です。 

   あり方検討委員会や小中学校整備委員会の

各委員会には、既存小学校の活用をすべきと

の方も複数いらっしゃり、進め方に問題があ

ったのではないかと考えます。 

   学校整備計画は、理想の教育の実現という

夢が優先され、建設費用や将来的財政的負担、

危険中学校校舎の早急な対応等の現実から目

を背けた説明の結果と考えます。何のために

統合を検討したのか、本来目指したところは

どこだったのか。児童数の減少から、少人数
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学級の解消、分散された教育資源の集約が目

的ではなかったのでしょうか。 

   そして、足りなかったのは、将来を見据え

た財政面や予算的考慮だったのではないでし

ょうか。 

   議会では、学校整備特別委員会を立ち上げ、

財政的負担という現実について調査してきま

したが、執行部側からは、これなら大丈夫と

言えるような新たな説明資料の提出もなく、

令和13年度以降の数値につきましては、町の

次期総合計画や国の策定する地方財政計画、

国全体の地方自治体の歳入歳出見込みであり、

地方交付税算定や様々な財政指標作成時の基

礎となるものなどがないこと。さらには、物

価高騰や金利動向など地方財政に影響を与え

る経済的な動向が激しく、現時点での過程が、

開示するリスクが高いことから、不確定要素

が多い中での試算は間違った判断を招くおそ

れがありシミュレーションは困難ですとの回

答で、これまで示されたものよりも、地方債

残高や公債費の返還額の推移を表した表など

にしても、より不透明と言えるような資料の

提示で、財政的所見では、将来的財政状況に

て納得できる説明とは到底思えないものであ

り、皆が納得できる将来的財政状況を説明で

きないのであれば、学校整備計画の内容を再

検討するべきと考えます。 

   そのような状況の中、町広報紙広報かほく

１月15日号に学校整備計画の記事が記載され

たものの、多くの町民の方は、当初の小中学

校を一体的に整備するとのままの認識のよう

で、変更点を聞かれ、財政的状況を考え段階

的統合に計画が変わってきている旨をお知ら

せすると、町民の多くの方から計画変更に驚

きの声とともに、既存小学校を活用すべきで

はとの意見をいただきました。 

   そのような中でも、財政的知見は不問との

前提で協議したあり方検討委員会の答申にあ

る令和13年度に統合を尊重するとの理由で、

民意を踏まえないまま学校整備を進めるので

しょうか。 

   質問要旨１として、町広報紙広報かほく１

月15日号に、学校整備計画の記事が掲載され

たが、事業費に対する起債額や償還期間、経

常収支比率や将来負担比率の見通しなど、財

政面の具体的な数値が示されていない。町民

の理解を得るため、これらの数値を明確に公

表すべきと考えるが、町の見解を伺います。 

   続いて、通常一般的見解として、財政的知

見から整備計画を見直す場合、検討されてい

る建設計画を分割し、段階的に整備する案だ

けでなく、これまでの議論の中で採用されな

かった案なども比較検討の対象とすると考え

るべきではないのでしょうか。 

   質問要旨２として、現在は１校新築案のみ

が示されているが、既存校舎を活用した２校

体制案や、既存校舎増築による統合案につい

ても、建設費だけでなく維持管理費や修繕費

を含めた長期的なライフサイクルコストを算

出し、客観的に比較検討するべきと考える。

なぜ比較検討資料を提示しないのか、伺いま

す。 

   次に、本来この学校整備計画は何のために

統合を検討したのか、本来目指したところは

どこだったのか。児童数の減少から、少人数

学級の解消が目的ではなかったのでしょうか。 

   校舎造りではなく、学校づくりのことです

ので、子供たちの教育環境の早期構築のため

として、質問要旨３、保護者からは、できる

だけ早く統合してほしいとの声が多く聞こえ

ています。校舎を新築することに限定せず、

もっと早く統合を実行したほうがいいと考え

ますが、その場合どの程度の期間を要すると

考えるか伺います。 

   次に、今後の財政見込みについてで示され

た資料では、令和６年度は６億円程度、令和



 - 106 -

７年度では７億円程度発行されていた町債が、

学校整備に伴い、令和10年度から令和12年度

には10億円を超える町債が発行される年があ

るものの、学校整備費以外の町債分が5,000

万円程度とこれまでの10分の１程度に抑えら

れています。普通建設工事費も、ほとんどが

学校建設費との説明でありました。 

   もしこのまま計画が進めば、公共施設の維

持管理に関わる経費や、道路や上下水道関係

の維持管理費用など町民の生活に直結するイ

ンフラ整備事業にも影響を与えかねないとの

説明であります。 

   質問要旨４として、学校整備により、他の

普通建設工事費が大幅に抑制される計画にな

っているが、道路、上下水道、公共施設更新

などのインフラ整備等のハード事業への影響

をどのように見込んでいるのか。あわせて、

どのようなソフト事業への影響が考えられる

のかを伺います。 

   財政的負担が増えることにより、住民サー

ビスの低下を防ぐため、新規校舎建設ではな

く既存校舎にかじを切れないのはなぜでしょ

うか。町民の関心はそこを注視しています。 

   現在、築44年経過している中学校校舎です

が、新校舎の開校を令和23年度と検討し、そ

れまでの間、現在不具合のある箇所を令和８

年度に調査し、補修、改修計画を進めるとの

ことですが、その改修費用は令和８年度に調

査をしなければ分からないとしていますが、

令和３年度に行われた長寿命化計画により、

30年間使用期間を延ばす計画に伴う積算では

25億円程度必要との積算が出されていました。

もちろん調査検討しなければ費用の積算は難

しいことは分かりますが、このような改修計

画のおおよその費用も、地方債残高や公債費

の償還額の推移に組み込まれていません。 

   新しい小学校校舎を活用しても、雨漏り、

壁剝離等の危険、校舎内にコウモリなどが飛

来し、時には廊下やげた箱、靴の中などにも

落ちている中学校校舎では、子供たちが通い

たいと言える学校になるでしょうか。 

   本来なら、先に中学校の修繕工事に対する

調査を行い、費用を算出し、費用や効果を検

討し、小学校と中学校どちらが優先すべき工

事対象なのかを決めて進めていくのがセオリ

ーではないでしょうか。 

   質問要旨５として、令和８年度に実施予定

の中学校補修調査の結果を踏まえた諸改修費

用を精査した上で、総事業費と起債償還計画

を作成し、小学校、中学校の整備順を判断す

ることが本来の手順であるのではないか、伺

います。 

   最後に、パブリックコメントは、町広報紙

広報かほく１月15日号以前から始まっており、

町民への周知が遅れたこと。また、その後、

ＡＩで作成した動画も公開されましたが、取

組が場当たりで、なぜこのような経緯をたど

ったのか伺います。 

   また、これから各種計画でパブリックコメ

ントを実施する場合、動画説明も併せて公表

するのかを踏まえながら、パブリックコメン

トの扱いについて伺います。 

   質問要旨６として、パブリックコメントの

提出件数、賛否内容、主な意見内容をどのよ

うに整理し計画に反映させるのか、明確な説

明を伺います。 

   以上、答弁を求めます。 

○丹野貞子議長 ３番林智議員の一般質問に対す

る町長の答弁を求めます。 

   「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 おはようございます。 

   ３番林智議員の一般質問にお答えいたしま

す。 

   現在計画されている学校整備計画について、

お答えいたします。 

   まず１点目、町の広報紙広報かほく１月15
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日号に学校整備計画の記事が掲載されたが、

事業費に対する起債額や償還期間、経常収支

比率や将来負担費率の見通しなど、財政面の

具体的数値が示されていない。町民の理解を

得るため、これらの数値を明確に公表すべき

と考えることへの見解ということで申し上げ

ます。 

   町民の皆様に対しましては、９月下旬から

５回にわたり町民説明会を開催し、小中学校

の整備方法の検討状況についてご説明申し上

げたところでございます。 

   説明会では、９月時点での小中学校の整備

に係る概算事業費、併せて令和25年度までで

ございますが、小中学校整備に係る起債償還

シミュレーションをお示しさせていただいた

ところでございます。 

   経常収支比率や実質公債費比率などの見通

しなどにつきましては、第８次河北町総合計

画後期基本計画と併せて今後５か年の財政計

画でお示ししたところでございます。 

   それ以降ということでございますが、これ

らの指数につきましては、毎年国から示され

る地方財政計画に大きく左右されるものであ

ります。したがいまして、経常収支比率、実

質公債費比率を提示することは極めて困難で

あります。町全体の予算を見通しながら、財

政の健全化を図るべく、これまでも、そして

今回も５年ごとの長期計画に加えて、毎年３

か年の財政計画をお示ししているところであ

ります。 

   ２点目、現在１校新設案のみが示されてい

るが、既存校舎を活用した２校体制案や、既

存校舎増築に係る統合案についても、建設費

だけでなく、維持管理費や修繕費を含めた長

期的なライフサイクルコストを算出し、客観

的に比較検討すべきと考える。なぜ比較資料

を提示しないのか。３点目、保護者からは、

できるだけ早く統合してほしいとの声が多く

聞こえる。校舎を新築することに限定せず、

もっと早く統合を実行したほうがいいと考え

るが、その場合どの程度の期間を要すると考

えるか、この点について併せて申し上げます。 

   令和４年５月に各地区の代表、小中学校の

保護者代表、こども園・幼稚園の保護者代表、

放課後児童クラブ指導者、小中学校の校長、

学識経験者、27名で構成されました河北町立

小学校のあり方検討会が設置されました。ご

承知のとおりであります。 

   教育長より、河北町立小学校の適正規模・

適正配置についてと、河北町立小学校の今後

の在り方や将来の学校像等に対する本町の基

本的な方針についての諮問を受け、令和５年

11月22日まで７回開催され、令和５年12月に

答申をいただきました。 

   答申では、学校整備については、１校に統

合する案、段階的に統合する案、現状を維持

する案の３つについて、それぞれメリット、

デメリットが整理されました。 

   この中で、１校に統合の場合は、小学校の

発達段階では社会性が育まれる大切な時期で

あるとして、多様な考え方に触れる機会を意

図的に整える必要があるため、クラス替えが

できる学校規模は必要であること。教員数が

確保され複数の目で児童の姿を見ることで、

児童理解がより深まり一人一人のよさを引き

出す指導ができること。習熟度別、個別の支

援、専門的な指導である専科指導など、一人

一人に合った多様な教育活動が展開できるこ

と。また、危機管理面においても、事案発生

時に役割分担を明確にした組織的な体制で対

応ができることなどが挙げられました。 

   一方、児童にとって活躍の場が少なくなる

こと、児童一人一人に目が行き届きにくい場

合があることなども挙げられたところです。 

   議員ご指摘の段階的な統合ということでご

ざいますけれども、複式学級が解消できる学
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校規模が確保できること、既存校舎の利活用

ができることなどが挙げられました。 

   一方、児童が２度の統合を経験する可能性

があること、児童数の推移を見たとき、統合

してもすぐに単学級の学年が出現すること、

したがってクラス替えもできない学校になる

ことが挙げられました。 

   その結果、１校に統合することが最適であ

るということ。また、これからの河北町を担

う子供たちにとって、これが何のための議論

かというポイントになる部分ですが、最適な

学びの環境を構築するために、できるだけ早

い統合の実施に向けた取組を期待する、これ

が答申の内容でありました。 

   これを受けまして、町の教育委員会では、

この答申の内容を教育委員会議、総合教育会

議、議会にも報告いたしまして、広報かほく

やホームページで広く町民の皆様に周知する

とともに、これまでの検討の経過、検討委員

会における答申を尊重しながら、設置形態を

小中一貫校施設一体型という案にまとめ、河

北町立小学校の整備に向けた基本方針の素案

を策定いたしました。 

   この素案の段階から、各地区での説明会、

幼稚園、認定こども園での説明会、ウェブで

のアンケート等を重ね、ご意見を丁寧に伺い

ながら手順を踏んで、令和６年10月に基本方

針を策定したところであります。 

   基本方針では、町で目指す子ども像に迫る

ため、小中一貫型小学校・中学校の設置形態

を取り、幼児教育との接続も踏まえた小中一

貫教育を推進すること、最短で令和13年に開

校することを目標に整備すること、新校舎整

備に係る概算事業費等については、学校整備

委員会で、これまで進めてきた整備委員会で

ございますけれども、十分検討し、基本構想・

基本計画の策定を進めるということにしたわ

けでございます。 

   この基本方針に基づき、河北町立小中学校

の整備についての基本構想・基本計画の策定

に向けて、必要となる事項を検討するため、

令和７年１月、各地区の代表、小中学校の保

護者の代表、こども園・幼稚園の保護者代表、

放課後児童クラブ指導者、小中学校の校長、

学識経験者の17名で構成する、あり方検討会

と同様の構成になりますけれども、新たに小

中学校整備委員会が設置されたものでござい

ます。 

   整備委員会では、６回にわたり委員会が開

催されました。この中では、小中一貫教育に

ついてご理解を深めていただき、基本構想の

基となるコンセプト、建設地、整備方法を検

討していただきました。 

   こうしたプロセスを踏んで、小中一貫教育

の実効性を上げていくためには、施設一体型

の小学校・中学校の整備が必要であること。

また、校舎の整備方法については、できるだ

け早い統合を期待するとの意見。さらには、

町の財政負担を総合的に検討、考慮いたしま

して、財政支援がほとんど見込めない中学校

校舎の改築につきましては、小学校と同時に

整備することが困難であると考え、現在の河

北中学校校舎に接続する統合小学校をまず整

備し、施設一体型の小中学校整備を段階的に

進めるという内容の基本構想・基本計画（案）

が取りまとめられたものであります。 

   なお、ご質問にもございました、校舎の新

築に限定せず、もっと早い統合がいいのでは

ないか、その場合どの程度の期間がかかるの

かとの点でございますが、現在の校舎を前提

とした統合を想定すれば、１校に統合する場

合、増築が必要と見込まれます。また、２校

に統合する場合、学区再編も含めた検討、財

政面もそうでありますが、何よりも住民、保

護者のご理解をいただくためには、相当の手

順と時間が必要であると思料いたします。し
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たがいまして、統合の早期実現を見通すこと

は極めて困難と申し上げざるを得ません。 

   何より将来を見据えた学校づくりという観

点からも、よくよく慎重に考えなければなら

ない問題であるという認識であります。 

   なお、中学校については、当面修繕等の改

修を行いながら使用し、現時点の財政状況等

を勘案し、庁舎整備事業の起債償還終了年度

である令和23年度の開校を目安として、中学

校の校舎整備を想定しているものであります。 

   ４点目の学校整備により他の普通建設事業

費が大幅に抑制される計画となっているが、

道路、上下水道、公共施設更新などインフラ

整備のハード事業への影響額をどの程度見込

んでいるのか、併せてどのようなソフト事業

への影響が考えられるかについて申し上げま

す。 

   これまで、河北町立小学校の整備に向けた

基本方針に基づき、財政状況を踏まえた校舎

整備の進め方について検討し、統合小学校の

新たな校舎の建設は国庫補助の対象となる一

方、中学校の改築については、繰り返しにな

りますが、現状、国庫補助金を受けることが

できません。 

   また、特に公債費の償還について、財政負

担を軽減する必要がありますが、そこに対す

る財政支援も見込めないことになります。 

   そういうことから、特に公債費の償還によ

る財政負担を軽減する必要があると考え、整

備方針として、施設一体型の小中一貫型小学

校・中学校を段階的に整備することとし、ま

ずは小学校を整備することとしたものであり

ます。 

   具体的に申し上げます。 

   統合小学校の整備については、令和８年度

から令和12年度における全体事業として、現

時点で54億5,000万円、そのうち起債発行額は

31億5,000万円、一般財源では８億9,000万円

となっております。 

   小学校建設に伴う起債の償還については、

最大で１億8,000万円余りと見込んでおりま

す。これは１年当たりです。 

   後期基本計画の策定に合わせて提示してお

ります今後５か年の財政計画の策定に当たり

ましては、現時点で見込まれる財源を踏まえ、

現時点で見込まれる財源というのは剰余金を

計画上は性質上見込めないと。あと、税とと

もに大きな財源である地方交付税、これは国

の地方財政計画に大きく左右されます。そう

いう中で、現時点で見込まれる財源を踏まえ、

総合計画後期計画に掲げるハード事業、ソフ

ト事業の重点施策を中心に、優先度を検討し、

策定したものであります。 

   実施計画、財政計画については、毎年、予

算編成に先立って検討作業を行うことになり

ます。 

   ご質問の老朽化が進む公共施設、インフラ

につきましては、防災拠点機能、地域活動拠

点機能、福祉と健康づくりの拠点機能、産業

振興と職業訓練・人材育成の拠点機能、小学

校統合後の地域文化継承活動の拠点機能、ほ

かにもあるかもしれません。まず想定される

のは、そういったものを中心に、これらは全

て将来の町民生活の土台、基盤となるもので

あります。 

   したがいまして、町民、地域のご意見を十

分に伺いながら、地域の身近にある現在の小

学校校舎を最大限活用するとともに、必要と

なる財源につきましても、これは道路、上下

水道インフラの維持改良、共通することであ

りますが、整備に必要となる財源につきまし

ては、国の補助金や財政支援措置のある有利

な起債を最大限活用し、将来の財政運営に支

障が出ないように、学校整備と並行して検討

を進めてまいります。 

   ５点目の令和８年度に実施予定の中学校補
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修調査の結果を踏まえた改修費用を精査した

上で、総事業費と起債償還計画を作成し、小

中学校の整備を判断することが本来の手順で

はないのか、この点について申し上げます。 

   繰り返しになりますが、整備基本構想・基

本計画の案では、町の財政的負担を総合的に

検討し、令和13年４月の開校を目指し、河北

中学校校地に統合小学校を整備し、既存の河

北中学校校舎と接続していくこと。中学校に

ついては、当面修繕等の改修を行いながら使

用し、現時点での財政見通しを勘案し、庁舎

整備事業の起債償還終了年度である令和23年

度の開校を目安として中学校校舎の整備を想

定しているものであります。 

   総事業費でございますが、今後進めるべき

基本設計の中でさらに精査していくとともに、

併せて中学校の改修費等を見通す必要がござ

います。来年度の予算につきましては、こう

いった収入予算を計上させていただいたもの

でございます。 

   なお、中学校の整備を先行すべきではとい

うご意見につきましては、中学校校舎の大改

修または改築を先行する場合の事業費につい

ては、改築の場合、繰り返しになりますが、

国からの補助金が現時点ではほとんど見込め

ないこと、また起債発行額の償還に対する交

付税措置も現時点では極めて限定的な額と見

込まれること。したがいまして、小学校建設

に比べ、中学校校舎の改築は財政への影響と

いう点では大幅に大きくなると想定されます。

その点、十分精査し、財政への影響を検証す

る必要がございます。この点、町民各位、議

員各位には、ぜひご理解をいただきたいと存

じる次第でございます。 

   ６点目のパブリックコメントの提出件数、

賛否の内容、主な意見内容をどのように整理

し計画に反映させるのかについて申し上げま

す。 

   小中学校整備基本構想・基本計画（案）に

対するパブリックコメントにつきましては、

本年１月７日から２月６日までを募集期間と

いたしまして、役場やサハトべに花、各地区

センター等を閲覧の場所とし、実施したもの

であります。 

   その結果、意見の提出者数は10名でござい

ました。重複するご意見もございますが、ご

提出いただいたご意見50件に対する町の考え

方につきましては、ホームページで現在公表

させていただいております。 

   意見提出者10名のうち、３名の方は無記名

で、町のパブリックコメント手続に関する要

綱では、意見の提出に当たっては、住所、氏

名及び電話番号を明らかにすることとしてい

ただいておりますけれども、記載がないご意

見については町の考えをお示しできない場合

もあると要綱には明記しているところでござ

いますが、今回のパブリックコメントについ

ては、無記名のご意見につきましても町の考

え方をお示しして公表しているものでありま

す。 

   ご意見の内容でございますが、小学校の統

合や小中一貫教育の推進について一定のご理

解をいただいた上で、新校舎整備による財政

負担面の懸念から、新たに小学校校舎を整備

するのではなく既存校舎を活用した統合を考

えるべきではないか、小学校整備より先に中

学校の修繕等を優先すべきではないかとの意

見や、地域伝統文化継承についてのご懸念、

町民に対する説明不足などを指摘する内容が

中心であったと受け止めております。 

   河北町立小中学校整備基本構想・基本計画

の策定に向けましては、これらのご意見も考

慮し、子供にとって最適な教育環境をつくる、

この基本的視点に立ちまして、小学校の早期

統合と小中一貫教育の実現に向けて、さらに

検討を継続し、町民の皆様のご理解をいただ
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けるよう進めてまいります。 

   以上、お答え申し上げます。 

○丹野貞子議長 町長の答弁が終わりました。 

   再質問に入ります。 

   「３番林智議員」 

○３番（林智議員） それでは、改めて質問をさ

せていただきます。 

   ただいまの答弁の中でありましたが、最初

の１番目の質問要旨の中の将来的起債額や償

還額ということで、これまでも何度かお聞き

している中で、国からの計画が示されないの

で出せないということでありますが、中学校

を令和23年にという、あくまで検討ではある

のでしょうが、そういった中でなぜそういっ

た中学校の部分が示されないのか、その辺が

あくまで計画だからというのであれば、それ

は小学校も計画であって、なぜ小学校がキサ

イできて中学校はキサイできないのか、その

辺を改めていま一度説明をお願いします。 

   すみません、いいですか。ちょっと私の今

の質問が、あまりにも雑だったのかもしれま

せん。 

○丹野貞子議長 林議員、キサイとは、書く記載

なのか、それとも起こす起債なのか、どちら

なのか。（「起こす起債です」の声あり）起

こす起債ですね。 

   答弁をお願いいたします。 

   「牧野政策推進監兼企画財政課長」 

○牧野隆博政策推進監兼企画財政課長 小学校、

中学校の整備に対するいわゆる借金、起債の

額の償還のシミュレーション等でありますけ

れども、町長の答弁にもありましたとおり、

本庁舎、この役場庁舎建設にかかった起債、

借金の返済が、令和23年度ぐらいに終わる予

定です。庁舎建設に当たっては多額の借金を

しておりますので、それが終わる頃に公債費

の支出に対する余裕が大分生まれるだろうと

いう見込みが立つことから、中学校の整備は

その辺がいいのではないかというふうに計画

はしたところです。 

   現段階で、中学校整備に対する起債の額と

いうものをどのように見込むのかというとこ

ろが難しいのであります。今の段階では、中

学校の整備には国庫補助がないというもので

ありますから、その整備については借金をす

るものと、いわゆる一般財源が必要になりま

す。それが多額になりますので、その時点で

の国庫補助が受けられるか受けられないかと

いう判断がなかなか難しくて、今のところで

きない。 

   受けられないものであれば、シミュレーシ

ョンをすることは可能でありますけれども、

そういったものを出して、果たしてそれが正

しいのかどうかと言われると、なかなか何と

も言えないことから、今のところ分かるのが、

小学校は統合で必ず国庫補助がありますから、

そこは明らかにしているわけですけれども、

中学校のところはまだちょっと見通しが不確

定なところが多いので、なかなか数字的なも

のが出せないというふうになります。 

   ただ、仮定として国庫補助がないとかいう

ものを想定すれば、数字として出すことは可

能であります。 

○丹野貞子議長 「３番林智議員」 

○３番（林智議員） 今まで何回もこういった話

をしているわけですが、もちろん先のことは

分からないことは多々あることだと思います。 

   しかし、役場の起債償還が終わってからと

いうことで、河北中学校の建設の計画という

ことでありますから、そういった部分、その

先いつまで続くのか、償還期間がどれくらい

あるのか、町民の方は分かっていません。 

   そういった中で、全て不明瞭なまま、将来

の夢だけをこんな形でやりたいのだというの

は、とてもみんなが納得できる内容ではない

と思っています。 
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   学校の起債償還期間というのは25年程度と

いうふうに特別委員会のほうでもお聞きしま

したが、小学校が令和13年に開校目標という

中で、今から５年後に始まり、今から約30年

間、30年後までの返済期間があり、中学校が、

今の希望では小学校開校から10年遅れての開

校を目指すということですから、償還期間も

10年延びるということで、今から約40年間そ

ういった部分を負担していかなければならな

い。 

   もちろん金額は、これから国の補助がどう

いうふうに変わるのか、そのとき受けられる

のか、そういったことでもちろん変わるのは

分かりますが、そういった部分をしっかりと

町民に示すのがとても大切なことだと思って

います。 

   というのは、何回も学校の説明会でも出さ

れたこういった資料でありますが、令和23年

度までで、その後、先が全然見えない。町民

の方はその先はないと思っているのかもしれ

ません。そんな状況では、ちゃんとした丁寧

な説明とは言えないと思っています。 

   その辺を含めて、しっかりと町民に説明で

きないというのは、やはり財政的不安要素が

大きく、将来の負担が大きくなるため説明で

きないのではないかというふうに受け止める

のですが、そういったことはないのか、いま

一度お聞きします。 

○丹野貞子議長 「牧野政策推進監兼企画財政課

長」 

○牧野隆博政策推進監兼企画財政課長 現在、こ

のたび、第８次の後期計画を策定した段階で、

町の財政計画実施計画の５か年分を策定しま

した。 

   それにつきましては、各役場の担当部署の

ほうから、それぞれの事業でこういったもの

に取り組みたい、取り組まなければならない

といった要求を、我々のほうで精査してつく

ったものであります。 

   その先となると、その先の10か年計画がど

うなるかもありますけれども、その先のもの

も各担当部署のほうでそれぞれ事業の精査を

して資料を作らなければなりません。そこま

で担当部署のほうで、そんな先まで見通せる

かといったら、なかなか見通せないというふ

うに思いますので、この起債のシミュレーシ

ョン、先ほど林議員から提出というか見せて

いただいた起債のシミュレーションというも

のは、現在発行している起債の償還に学校建

設分を足したものというふうになります。 

   ５年以降の事業費の精査などというものが、

なかなか私どもだけでできるものではなく、

役場全体で見通しを立てなければなりません

ので、そんな簡単にできるものではないとい

うふうなところがまず一つと、町長答弁でも

ありましたとおり、国の地方財政措置という

地方に対する財政措置がどうなるかというと

ころも、全く見通せないという今の段階であ

りますから、将来の何十年先とかといったも

のについても、簡単に資料を出すことができ

ないし、それを保障できるものではないので、

そういうふうにご理解いただければとは思い

ます。 

○丹野貞子議長 「３番林智議員」 

○３番（林智議員） もちろん、今最後に将来保

障できるものではないとありましたが、やは

り町民の方がこの河北町で暮らしていくため

には、そういった全てのことに対して不安を

持ちながらということではいけないと思いま

す。安心して暮らせる町、豊かな町を目指す

ためにも、そういった財政計画、分からない

から出せないだけではなく、もちろん分から

ないものは分からないのかもしれませんが、

そこを安心して納得できるだけの説明をいた

だかなければと思っています。 

   先ほど、質問要旨４の中で公共事業等ハー
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ド、ソフトの影響はどうですかということも

お聞きしましたが、そういった中で令和12年

度以降も財政的に今示されていない、その先、

分からないと言われた部分で財政状況が厳し

くなった場合、他の自治体などでは町職員の

人件費等のベースアップが見送られたとか、

そういった事例もあるようですが、そのよう

になりかねないということも検討はされてい

るのかいないのかを、お伺いします。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 今後の様々な財政需要をどう見

込むか、財源をどう見込めるか、国の財政計

画がどういうふうになっていくか、これは国

における税制面とも密接に絡んできますし、

国の地方財政対策そのものになります。そこ

について、現時点で甘い見通しに立って財源

を見通すことも許されません。 

   そういった中で、責任を持って財政を見通

すという上で、最低限どこまでできるかとい

うところでお示ししているものが、財政計画

であります。これは毎年ローリングしていき

ます。 

   そういう中で、今回、校舎整備を、学校づ

くりはあくまでも子供たちの教育環境の整備

ということであります。したがいまして、幾

らの教育予算の中で子供たちの教育を実現し

ていくか、そんな乱暴な教育の議論は私はな

いというふうに思っております。 

   その上で、ではどうしたらその環境をつく

っていけるのか、具体的には校舎造りをどう

進めていくのか。そこに至って初めて財政問

題に真正面から向き合って提示していかなけ

ればならないということだと思います。 

   前提条件として、様々な歳出面、歳入面、

とりわけ財源、あるいは起債の償還のシミュ

レーション、困難な中ではありますが、あえ

て中学校を先に整備した場合の財政シミュレ

ーションを現時点であらあらでもいいから示

すべきではないかというご意見については、

受け止めさせていただきます。 

   先ほど言いましたように、詳細どれくらい

になるかというのは、ここで申し上げること

はできません。ただ、現時点で、中学校単体

で整備した場合どれくらいかかるかというシ

ミュレーションは、当然今回の案には入って

いないわけですから、シミュレーションした

のかということで言えば、詰めたシミュレー

ションはしてございませんけれども、中学校

と小学校を同時に整備する案と、小学校を今

回ご提示している先に整備する案、２つある

わけですから、単純にこれが許されるかどう

かも精査しなければなりません。慎重に考え

なければなりません。それを示してどうなる

かということも含めて。 

   ただ、町民のご理解をいただくために、や

はりそこを示すべきだというようなものがも

しあるとすれば、非常にあらあらになります

が、当然引き算みたいになってしまいますけ

れども、小中一体的に整備する、引く、小学

校整備、残るが中学校整備。単純じゃありま

せんよ。でも、そのレベルでもいいから示す

べきではないかということだとすれば、荒っ

ぽい試算ですけれども、シミュレーションを

機械的にはじくことは可能であります。 

   ただ、そういう機械的にはじく財政負担は、

先ほどの答弁で申し上げましたが、小学校を

整備するよりも大幅に公債費への影響が、跳

ね返りが大きいと申し上げました。10割増し

とか、倍までかかるか、倍以上になるか。 

   いずれにしても、小学校整備のほうが、国

庫補助金も、したがってそこに伴う義務教育

債への交付税措置も含めて、期待できないと

ころの中学校、そこもあえて示すべきかどう

か。それが今後のご理解をいただいていく上

で、適切な提示になっていくのか、もっと別

な形で町民の方々のご理解をいただける材料
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をお示ししていけるのか。そこは、先ほどの

最終的な答弁のほうで申し上げましたけれど

も、基本構想・基本計画、そこの検討は継続

してまいりますので、その中で十分精査させ

ていただきます。 

○丹野貞子議長 「３番林智議員」 

○３番（林智議員） そういった中学校建設のシ

ミュレーションというのは、やはりしっかり

行っていただければと思います。 

   そうした中で、財政的負担という部分で、

先ほども申しましたように、ほかの事業への

影響、インフラ整備だけでなく、職員方の給

与という部分にも及んでいる自治体があるよ

うですので、その辺はしっかりと検討してい

ただきたいと思います。 

   そういった中で、２校案ということを検討

いただけないかという話の中で、いろいろな

問題があると。１校でする場合、既存校舎を

活用する場合であれば、１校を増築する。ま

た、２校でいく場合は学区再編という問題が

あり、これも簡単な話ではないというような

説明がありました。 

   そういった中で、やはり県内近隣市町村で

も、学校再編、統合というのが行われている

中で、新しく学校を建てられているところ、

また既存校舎を活用しながら統合が行われて

いるところ、様々ありますが、そういった中、

近隣の町で行われた統合に関しては、これま

でずっと地元の学校ということで話合いが行

われてきた中、ここ数年の中で、やはりもう

子供たちが少ないから、緊急に統合しなけれ

ばならないという地域の意向が同じ方向を向

いた途端、約１年数か月、二、三か月ぐらい

で、既存学校を使った統合が行われたという

話も聞いています。 

   今、河北町は、小中学校整備計画の中で、

もともと小中一貫教育、施設一体型という方

向で、皆さん同じ方向を向いたところで、町

の財政という部分の課題の下、どうするかと

いうことを町民がすごく前向きに私は見てい

ると思います。 

   そういった中、やはり財政的に厳しいので

あれば、２校案もいいのではないかというふ

うに、町民の方はすごく同じ方向を今向いて

いると思います。 

   そういった中、ここでしっかりと町民の声

を吸い上げ、行政と町民が一体となって既存

校舎を活用した２校案という方向に向いてい

くことは検討できないのか、そこを改めてお

伺いします。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 教育長答弁の前に、申し述べ忘

れたことを述べさせていただく。先ほどの答

弁でちょっと漏れましたので、補足させてい

ただきます。 

   今後の財政運営に支障が出ないように、国

庫補助金、これはもう学校に限りません。全

ての分野において国の支援策、そういったも

のを得られる形で検討していかなければなら

ない。そういうことで今、人件費に対する言

及がございましたけれども、安定的に行政サ

ービスを提供していく、これは当然の前提で

あります。そこはしっかり歳入歳出両面で、

財政運営に支障がないように、この財政運営

に支障がないようにというのは、予算が組め

るというだけでなく、その予算の下で町民サ

ービスがしっかりできるかということであり

ます。もちろんそれは、もう財政に限らず、

町政運営の根幹でございますので、そこはし

っかり意を用いていきます。 

   あともう一つ、学校ももちろんですけれど

も、先ほどの答弁で申し上げました防災面、

あと地域の活動の拠点、そして今、総合福祉

センター、あるいは産振センター、そして職

業訓練センター、様々なほかのもの、あと研

修センターにつきましても、小学校以上に、
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今後維持管理が大変な施設がいっぱいありま

す。 

   では、それを全部建て直していくのかと。

皆さんがもったいないと思っていらっしゃる

小学校校舎をしっかり活用することによって、

これも全く造り直すよりは、最小限の経費で、

より充実した機能に転換していくということ

も十分議論の余地があると。むしろそこを目

指すべきではないかと。 

   そういうことも含めて、これまで小学校の

統合案について、まだ案の段階でございます

ので、検討の課題は認識しているものの、検

討に着手するのは時期尚早であろうという姿

勢でございますけれども、今回の議会の特別

委員会のご報告、そして今日のご質疑も含め

て、先ほど申し上げました、その点につきま

しても、町民の声をしっかり踏まえて、検討

に並行して着手していく必要があるというふ

うに認識しております。 

○丹野貞子議長 「板坂教育長」 

○板坂憲助教育長 今ある既存の校舎を活用して、

複式解消ができるのではないか、より早く統

合できるのではないかというご指摘について

お答えいたします。 

   先ほど町長答弁にもありましたように、あ

り方検討委員会で、その２校案を検討なされ

ました。そのときに出た答えが、複式学級が

解消される学校規模ができる、しかも既存校

舎が活用できる、そういうことが指摘された

反面、もう一方で、どちらかの学校が児童の

減少によってクラス替えができない学校がす

ぐできますよと、そういう指摘もいただきま

した。それから、児童によっては２度の統合

を経験するようになると指摘がありました。 

   さらには、先ほど議員が指摘なさっていま

したように、いわゆる学区再編の問題が出て

きます。仮に、Ａ校、Ｂ校というふうにした

場合に、残りのＣ、Ｄ、Ｅ、Ｆ校がどこに再

編されるのか、そういった学区再編の問題で、

その理解を得るのが大変難しいと考えており

ます。 

   さらには、数年間２校体制でいったときに、

間もなく１校案が出てきます。そのときに、

こまいことですが、校歌はどうするのか、校

章はどうするのか。１校になるのだから、１

校の校歌でいきましょうとか、様々な課題が

出てきます。 

   さらには、一緒になるための、ならしのた

めの合同学習も教育課程に仕組むような、そ

ういった計画が必要になります。 

   そういったもろもろの問題があって、いわ

ゆる間に合わせ的な、そして数合わせ的な、

そういった統合にはしたくないという考えが

あります。これが一つです。 

   しかも、これまで４年間にわたって積み上

げてきたこれまでの経過、いわゆる子供にと

ってよりよい教育環境、さらには最大限に教

育効果を上げる教育体制、これの構築が大事

だと思っています。目先の課題の解決も大事

でありますが、この示された基本構想・基本

計画は、10年、20年、その先を見越した教育

改革に耐えられる学校づくり。学校づくりは、

人づくりだと思っています。教育の最大限の

仕事は人を残すことであります。 

   そういったことを念頭に、示された基本構

想・基本計画の実現に向けて、これから進め

てまいりたいなというふうに思っているとこ

ろであります。 

○丹野貞子議長 「３番林智議員」 

○３番（林智議員） とにかく、この学校問題、

河北町の子供たちのために、いかに進めてい

ただくかが大きな問題だと思います。 

   以上で終わります。 

○丹野貞子議長 以上で、３番林智議員の一般質

問を終わります。 

   ここで10時15分まで休憩とします。 
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     休 憩  午前１０時０１分 

     再 開  午前１０時１３分 

○丹野貞子議長 休憩を解いて再開します。 

   次に、９番佐藤修二議員の一般質問を行い

ます。 

   「９番佐藤修二議員」 

○９番（佐藤修二議員） それでは、小さな拠点

づくり事業についてお伺いします。 

   この事業は、地域の課題は地域を一番よく

知る地域の方々が自ら解決することです。国

の地方創生事業で、今や全国的に展開されて

います。 

   この事業は、人口減少や高齢化が著しい地

域においても、必要な生活サービス機能を維

持、確保、地域における仕事、収入を確保す

るために、地域住民自らによる主体的な地域

の将来プランを策定した地域課題の解決に向

けた多機能型の取組を持続的に行う組織であ

ります。 

   地域運営組織の形成を促すとともに、各種

生活サービス機能が一定のエリアに集約され、

集落圏内外をつなぐ交通ネットワークが確保

された拠点であり、国ではこの小さな拠点の

形成を進めています。 

   我が町にも、地域ごとに様々な課題があり、

必要不可欠な事業かと思いますが、町の小さ

な拠点づくり事業に対する認識をお伺いしま

す。 

   ２点目としては、私の認識では、課題を解

決する小さな拠点としては、今ある町内会で

は小さ過ぎるし、学区では大き過ぎるところ

もあります。 

   町内会より大きく、学区より小さい地域コ

ミュニティをつくることが第一歩かと思いま

す。その仕事こそが、行政のやるべきことと

考えますが、いかがでしょうか。 

   以上で、最初の質問を終わります。 

○丹野貞子議長 ９番佐藤修二議員の一般質問に

対する町長の答弁を求めます。 

   「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 ９番佐藤修二議員の一般質問に

お答えいたします。 

   小さな拠点づくり事業についてお答えいた

します。 

   １点目の地域の課題は地域で解決する観点

から、小さな拠点づくり事業があるが、町の

認識について申し上げます。 

   議員からもございましたが、小さな拠点づ

くりは、人口減少や少子高齢化の進行により、

住民の生活に必要な生活サービスや機能が維

持できなくなってきている地域がある中で、

住民の暮らしを守り、地域コミュニティを維

持して、持続可能な地域づくりを目指すため

の取組であります。 

   中山間地域などの複数の集落を含む生活圏

において、住民が安心して暮らしていくため

に、必要な生活サービスを受けられる環境を

維持するためには、地域住民自らが自治体や

事業者、各種団体と協力し、役割分担をしな

がら、各種生活支援機能を集約、確保したり、

地域の資源を活用し、仕事や収入を確保する

取組を行うことが重要であります。 

   小さな拠点づくりを進めるに当たりまして

は、地域で暮らし続けたいという住民の希望

をかなえるために、地域住民が主体となって、

暮らしに必要な機能やサービスを補っていく

ことが期待されます。 

   小さな拠点づくりでは、地域住民の生活、

活動、交流を行うに当たって、拠点となる場

所づくりが必要であり、拠点となる場所につ

いては、地域住民同士が話し合い、納得した

上で設置、運営、利用されるべきものでござ

います。 

   また、集落機能や生活サービスの提供に当

たりましては、地域の状況を踏まえながら、

複合化や機能、サービスを集約することも必
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要となります。 

   拠点の整備と併せて、地域公共交通ネット

ワークや土地利用の再編などを図ることも考

えられるところであります。 

   小さな拠点づくりを進める上で鍵となるこ

とは、住民自らが当事者となって地域を支え

る活動を行うことであり、活動を担う人材と

活動の主体となる組織、この人材と組織がう

まく重なり合って成長することが何より求め

られます。 

   また、小さな拠点づくりを成功させるため

には、地域住民の暮らしを支える拠点をつく

ることも大切な要素であり、地域住民が利用

しやすい既存の施設や交通網を活用しつつ、

地域住民が一丸となって活動できる単位を念

頭に置いて、地域の特徴に沿って検討される

ことが望ましいと考えております。 

   本町においても、少子高齢化や人口減少が

進んでいる中で、コミュニティ形成や持続可

能な地域の在り方を検討することは大事な課

題でございます。 

   小さな拠点づくりについては、それぞれの

地域が抱える課題を解決するための有効な手

法の一つとして、まずは地域が主体となって

検討していくことが望ましいと考えておりま

す。 

   ２点目の、そのための地域コミュニティづ

くりが行政の仕事と考えるが、この点につい

て申し上げます。 

   自らが住む地域を守り、維持していく主役

は、そこに住む住民の皆さんにほかなりませ

ん。それぞれの地域で抱える課題は様々です。

それぞれの地域で暮らし続けるために何が課

題なのか、次の世代がこの地域で暮らし続け

ていくために何が必要なのかといったことを

住民同士で話し合い、将来ビジョンを共有し、

できることから主体的に取り組んでいくこと

が重要です。 

   繰り返しになりますが、小さな拠点づくり

を成功させる鍵となるのが、地域コミュニテ

ィづくりであり、ＮＰＯ法人、ボランティア

組織、地縁組織など、地域住民主体の団体を

中心に、住民が主体となることで地域のニー

ズに即した活動が可能になります。 

   住民主体の団体が協力してニーズに応じた

活動を企画、実施することによって、交流の

場を創出し、絆を深め、助け合いの仕組みが

生まれ、持続可能な地域コミュニティが築か

れると考えますが、行政の役割として住民に

任せ切りにするのではなく、地域が求める人

材や活動を行う場所、資金の確保など、様々

な場面で住民が主体的に取り組むことができ

るようサポートすることが求められると考え

ております。 

   したがいまして、町といたしましては、あ

くまでも住民が主体となり、地域の課題を解

決し、将来的に住み続けられる小さな拠点の

形成が進められるよう、課題解決のための場

の設定など、地域に寄り添った支援をしてま

いりたいと考えております。 

   以上、お答え申し上げます。 

○丹野貞子議長 町長の答弁が終わりました。 

   再質問に入ります。 

   「９番佐藤修二議員」 

○９番（佐藤修二議員） 答弁ありがとうござい

ます。 

   答弁をお聞きしていますと、小さな拠点づ

くりについては一定の理解はしてもらってい

るみたいですし、その必要性というか、重要

性というか、地域における課題が地域ごとに

いろいろ違いますので、そのことを一番分か

っている地域が自らということも理解してく

ださっているようなので、ぜひ進めてほしい

と思います。 

   そこで、私たち議員の仲間で昨年、島根、

鳥取方面に研修に行きまして、小さな拠点づ
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くりについて研修してきたわけでありますが、

その一端を少し紹介させていただきます。 

   地域住民が将来にわたって暮らし続けられ

るように、生活サービス機能の維持、確保を

目指すために小さな拠点を推進していると。 

   多機能型の地域運営組織を形成し、住民が

主体となって地域課題の解決に取り組むため

の組織づくりを推進するということで多機能

型の地域運営と、もう一つは生活、福祉、産

業、防災などについての活動拠点とする。集

会所や公民館などを活用し、生活支援やコミ

ュニティ活動の場としているということです。 

   もう一つは、関係人口拡大、町ももちろん

やるのですが、地域ごとにやっている。都市

部からの移住者や関わられる人々が経験や人

脈を生かせるフィールドを提供し、地域活性

化を自ら図っているということ。 

   それから、もう一つは、移住・定住につい

ての支援もしていると。ＮＰＯ法人と連携し、

空き家情報やお試し住宅などの提供など移住

希望者の具体的なサポートを、自分たちの地

域で自分たちの人脈、自分たちの親戚や知人

をそういう形で呼んだり、自ら地域でやって

いるということであります。 

   こういったことをすることによって、町が

全部やるのではなくて、地域ごとにそこに合

わせた中でやれると。もちろん、例えば中山

間地域の事情もあれば、河北町における都市

部の事情もあれば、そこの地域のいろんな課

題があるわけですから、その地域ごとにいろ

んなことが取り組めるということで、非常に

大事なのではないかなと思うんですが、いか

がなものでしょうか。 

○丹野貞子議長 「日下部くらし応援課長」 

○日下部敦子くらし応援課長 小さな拠点づくり

で取り組める事例は様々なものがあるという

ことで、具体的事例としましては、地域住民

による、例えば自家用有償旅客運送事業とい

うことで、住民自ら車を出して送迎サービス

など地域住民の移動支援をすること、それか

ら移動販売ですとか、自宅配送などの集落、

それから自宅に商品を届けるサービスなどを

店舗に代わり行ったり、店舗に送迎サービス

を行ったりとか、または地域の草刈り、それ

から道路補修などの環境整備活動も具体例と

してございます。 

   議員がおっしゃったような関係人口拡大で

すとか、移住・定住支援、空き家情報、お試

し住宅の情報提供、こういったものも様々な

事例の中で取り組まれているものと考えてお

ります。 

   こういったものにつきまして、やはりそれ

ぞれ地域が持つ課題は、それぞれの地域によ

って違うと思いますので、その地域に沿った

課題解決のために組織をして、その中で考え

ていただくというような活動が小さな拠点と

いうことで、町のほうでもこれまで、町長と

まちづくりを語る会ということで例年実施し

ている中で、例えば令和６年度は、人口減少

に伴う地域の担い手不足が課題となっている

ということで、持続可能な地域コミュニティ

の在り方とはというテーマの中で、町内全域

から住民の方に集まっていただきまして、そ

れぞれの地域の課題についてお話をお聞きし

たところになっております。 

○丹野貞子議長 「９番佐藤修二議員」 

○９番（佐藤修二議員） それでは、せっかくで

すから、私たちが勉強したところの地域の具

体的にどんなことをやっているかという事例

を少し申し上げますので、よく聞いていただ

きたいと思います。これは地名が全部あるの

ですが、間違ってその地名を言うと悪いので、

地名の名前は申し上げません。 

   先ほど申し上げました地域機能の確保とい

う中では、先ほど課長からもありました地域

輸送活動の実施を検討し、移動支援研修会を
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自分たちで自ら先進地を選んで研修して、こ

れに取り組もうとしている地域。 

   あるいは、生活機能の確保として、移動販

売。地域の人たちが、その地域だから、足が

悪い人、買物に行けない人、詳しく分かるん

です。ですから、そこで地域移動販売をやっ

ていると。その移動販売と同時に、その人た

ちが健康でいるのか、大丈夫なのかという、

そういう見守りの機能も一緒にここで併せて

やっているようであります。 

   あるいは地域産業の振興として、テント市、

カフェを自分たちでやったり、七夕の夕べ、

あるいは年越し花火を地域でやるんですね。

町を挙げてやるというのではなくて、その地

域だけでやる年越しの花火大会。 

   それから、ある地域は地域産業の振興とし

て、ここも触れ合い市、あと生活機能の確保

として、ここは別なところですが、移動販売

と地域輸送活動の実施を検討している。地域

産業の振興として食堂を経営しているという

地域。 

   そういったところが、いろんな事業をやっ

ている中で、例えば先ほど申し上げましたテ

ント市とか触れ合い市、あるいは青空市など

ということで、にぎわい創出と地域資源を活

用した中で、その地域に合った地域の人たち

での青空市なんかもやってらっしゃると。 

   もう一つあったのは、湯快祭り。ユは温泉

の湯であります。カイは快い。湯快祭り。こ

れは温泉を利用した、その地域でのお祭りを

やっていると。 

   あるいは、女性組織をつくって、女性組織

によってヨガ体操教室を独自でやったり、ラ

ンチ会をやったりしている。あるいはまた別

の地域では、そこの地域にある踊り、ここは

横田というところですが、新横田音頭の伝承。

その地域にあるものを地域で伝承していくと。 

   そのほかに、ミニマーケット、あるいはラ

イトアップ事業、あるいは関係人口創出のた

めに町内会社向けの地域への観光というか、

地域に来てほしいという観光ツアーや、地域

自体で自分たちの広報紙を作ってそれを配る

などなど様々なことをやっております。 

   先ほど申し上げました青空市なんかでは、

にぎわい創出と地域資源、これを６月から12

月まで毎月１回しているという地域もありま

した。喫茶サロンでは、週４回開催している。

そこでまた健康教室や趣味の教室なんかもや

っていると。あるいは、子育てママ友クラブ

なんかをつくって、世代間の交流の場として、

冬期を除き毎月１回地域ごとに様々な開催を

していると。 

   こういう様々なことを地域自らが自分たち

で企画し、自分たちで実施する。すばらしい

ことだなと思うんです。もちろん簡単ではな

いです。そんなに簡単にすぐできるわけでは

ないです。でも、ここはやっぱり取組が早く

て、何年かかかってここまで育ってきたので

すが、地域がこれだけのことをいろんなこと

をやれるって、町長どう思いますか。いいと

思いませんか。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 これからの地域の活力というこ

とを考えていく上で、人口減少、そして少子

高齢化の中で担い手もなかなか困難だと。そ

ういう状況の中で、今後の様々な活動をどう

していくかということは、様々な団体で今苦

慮している。これは本当に直面している問題

だというふうに思います。 

   一方、当面、少子化は残念ながら続かざる

を得ない状況にあるわけですけれども、その

中でいかに、あえて高齢者と言いません。も

う60代はもちろんですけれども、70代、80代

の方が、この河北町のマンパワーの質的にも

量的にも大きな役割を担っている。そういう

中で、今後５年、10年ということを考えた場
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合に、その人たちがいかに社会で活躍してい

くか、活躍していける環境をつくっていくか

というのは、大きな今日づくりの核となる問

題だというふうに思います。 

   やはり健康づくり、仲間づくり、そして楽

しみづくり、これが大きな要素になるかと思

います。何か悲壮感を持ってやっていくので

はなくて、やっぱり楽しみながら、簡単なこ

とではないですけれども、楽しいことから積

み上げていって、その先に今、議員がご指摘

のような活動に成長していくということが、

アプローチとしては大事だろうというふうに

思っています。 

   そういう中で、行政の役割は、ご指摘もあ

りましたように、場づくりと、そういった方々

の出番づくりだと思っています。 

   そういった中で、今後そういった場づくり

をどういうふうにしていくのか。先ほど、学

校問題と関連して、現校舎をどういうふうに

活用していくのかという視点でのことも、そ

ういう意味では大事なこれからの町の将来を

考える上での基盤となる機能であると思いま

すので、そういったことも含めてどういうア

プローチをすることが、この河北町でその地

域にある資源、活動、課題、そこに沿った活

動が生まれていくのか、そこに対するチャレ

ンジが始まっていくのか。そのために、行政

としては場づくりと、そういった活動の出番

づくり、そこをしっかり考えていく必要があ

るだろうなというふうに思っております。 

○丹野貞子議長 「９番佐藤修二議員」 

○９番（佐藤修二議員） 町長おっしゃるように、

悲壮感が漂っているようなことでやっても面

白くないですからね。楽しいことというか。 

   それで、私たちは奥出雲町に行ってきたの

ですが、そこには小さな拠点づくりの様々な

活動がいろいろあるのですが、この中の一番

最後のページあります若者主体の新しい地域

づくり。これは、ある町なんですけれども、

夜市。20代から40代が中心のにぎわい創出で、

ビールや焼き鳥で夜はいっぱい集まって、赤

ちょうちんの下で楽しもうという、こんな事

業を地域でやっているんです。町長おっしゃ

るように、楽しいことをやるんです。そうで

ないと、やっぱり面白くないですよね。 

   それと、こういうことをやることによって

何がいいかというと、地域が元気になるんで

すよ。自ら自分たちで考えて自分たちでやろ

うとすると、地域が元気になるんです。何と

なくやっぱり地域が元気でない気がしますよ

ね、今。人口減少とか、何かとマイナス面ば

っかり結構見えてくる中で、地域の課題を俺

たち、自分たちでやるんだということから、

地域が元気になるということが非常に大事な

ことで、いい効果を生んでくるということに

つながっている。 

   そういうときに、いいことは分かっても、

じゃあやれるかというとなかなか難しいんで

す。簡単ではないです。 

   だから私が申し上げている、２番目の質問

事項にあります、まず地域コミュニティをつ

くるのは行政の仕事だという認識なんです。

じゃあ自分たちでつくれといっても、これは

なかなかできないです。非常に難しいです。 

   これは一例でちょっと聞いていただきたい

のですが、随分前で15年以上前かな。私が勉

強したところの中で、地方分権から地域分権

へという中で、そこでは約1,000人ぐらいのコ

ミュニティをつくります。1,000人に対して、

行政が１人1,000円ぐらいの予算をつけると

100万円になるんです。その100万円を、その

人たちがその地域で委員会をつくっていて、

何に使ってもいいんです。そこで優先順位を

自分たちで決めなさいと。 

   その中で私が見たのでは、地域防災として、

消防のホースの更新を今年はするというとこ
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ろがあったり、あるいは町道でないところな

んだけれども子供たちが学校に行くのに非常

に使う道路なので、そこを舗装する、あるい

は側溝の蓋をかける。それを全部そこに任せ

るのです。その地域にお任せする。地域が優

先順位を選択するのです。 

   そこを調べますと、その予算というのは、

もっと大きいことをしたいために２年間にわ

たって継続したお金、例えば１年間で100万円

なのですが、200万円の予算で２年度まで継続

してやってもいいというルールがあったり、

いろんなことをやるのを全部地域に任せると

いう形でまちづくりをやっているところもあ

ったのです。 

   それはやっぱり、今の河北町にある108つの

区ではないのです。やっぱりもう少し大きい

町内のコミュニティなのです。そこで調べて、

行政の最大の仕事は、コミュニティをつくる

こと。コミュニティをつくることが行政の仕

事で、つくったら後は地域に全部任せる。地

域の人たちで委員会をつくって、その委員た

ちで優先順位を決めたり、いろんなことで何

を今みんなが望んでいるかということを、し

っかりその方向性を自分たちで決めていくと。 

   だから、うちの町でも何月だったかな、区

長さんと議会との懇談があったのです。その

ときに区長さんから言われました。地域のこ

とを町にお願いに行かなければならない。陳

情に行かなければならない。でも、なかなか

担当者がうんと言ってくれないみたいなこと

が区長さんからもあったのです。そんな時代

じゃない。地域の課題は地域で解決。先ほど、

そういう1,000円出しているという行政、それ

で本当に任せているところも一例としてあり

ました。事例としてね。 

   そこはそういうやり方をやっているところ

もあるというのは一つの紹介なんですが、そ

ういう取組によって、先ほど移動販売をして

いるところがあったという話なんですが、移

動販売については、車はやっぱり行政が買っ

てくださっている。車両は町が購入して、地

区に無償貸与と、こういうことを言っていま

した。 

   それと、取り組んでも結局的に、小さな拠

点づくりをやってもうまくいっていなかった

ところもあるようです。失敗したところもあ

るようです。その原因は、それは私は分かり

ませんが、私たちが視察して学んだことの一

つは、大事なことは、そんなに最初から難し

いことをやろうとするなと。まず地域コミュ

ニティをつくったら、簡単にできることから

始めると。そして、時間をかけてだんだん成

長していく、こういうことなんですね。最初

から大きなことをやってどんとなってしまっ

て、難しいことなんです。だから、まずは難

しくない簡単にできることから地域で話合い

をして、地域でできることからやっていけと

いうのが、鳥取、島根に行ったときに学んだ

ことです。 

   それで、まずはコミュニティを、行政が中

心になってコミュニティづくりから始めると。

コミュニティづくりをしたら、まず難しくな

い、みんなでできる簡単なことから取り組ん

でいく。そして、物事をやることから始まる。

それでやっていって、だんだん年月を重ねて

いくうちに組織も強くなって、いろんな考え

が出てきて対応できるようになっていくと、

育っていくというんですね。やっぱり組織が

育っていくということになるわけです。 

   そのやっぱり最初の前段は、行政が地域づ

くりをしなければならない。それでなかった

ら、区と区が結びついて、はいやりましょう

というふうには、なかなかならないんです。 

   ですから、視察研修で学んだことは、やっ

ぱり地域コミュニティづくりから始まる。そ

の地域コミュニティの最初のきっかけは、や
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っぱり行政が関わることだと、行政がつくっ

ていくと。そこからは、あとは地域に任せる

ことだと、こういうことなのですが、最初の

地域づくりのスタートに行政がどういうふう

に関わっていくかということが大事なのでは

ないかなと思うんですが、町長どうでしょう。

行政が関わらなければ、なかなか地域コミュ

ニティできないよと、地域コミュニティをつ

くることから始まる。そこはやっぱり行政の

仕事だよという、その観点はいかがでしょう

か。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 多分、方向性として見いだして

いるところは、議員と違うところはないのか

なとは思います。 

   ただ、私が気になるのは、議員の話の中で、

地域に任せるというんですよね。要するに、

地域が自主的にやっていく、それがスタート

なんだという意味でなら共有できるんですけ

れども、何か行政で請け負い切れないところ

を地域に任せるためにコミュニティづくりを

行政から考えていくんだと、これではうまく

いかないだろうというのが私の基本認識です。

多分そこは同じじゃないかなと思うんです。

言いぶりが違うだけで。 

   それで、先ほどの答弁でも申し上げました

けれども、私はやっぱり行政でじゃあスター

ト、何を考えるのかということを考えた場合

に、公共交通なのか、あるいは買物なのか、

あるいはお互いのところの雪とどう戦ってい

くということなのかとか、いやいや見守りだ

とか、やっぱりいろんな条件があると思うん

です。場合によっては暮らしだけではなくて、

やっぱり農村という観点でのアプローチもあ

るかもしれません。 

   そういうことを考えた場合に、行政として

どこから仕掛けるのかというか、そういった

アプローチの環境づくりをどう進めていくの

かということについて見ると、私は、最初に

お金ありきじゃなくて、やっぱり場づくりで

あり、そこから生まれてくるところの発表づ

くりであり、そこからいろんな課題が出てく

ると思います。お金の問題も資金のことも含

めて。 

   そういった意味で、やはり場づくりと出番

づくりというのが、行政の最初の取っかかり

としては考えていくべき大事な部分かなと。

そこがあることによって、活動が小さくても、

議員おっしゃるように、楽しい形で、地域の

発想でスタートできるのではないかなという

ふうに思っております。 

   そういう意味でいうと、実例を挙げては、

サイズ感は一緒かどうか分かりませんけれど

も、例えば協働のまちづくり事業があります。

そういう中で、今の取組として継続している

ものとして、溝延地区での桜づつみのイベン

トであるとか、あるいは南部地区における中

央公園でのこいのぼりを上げながら、地域の

こども園とか幼稚園と世代間の交流なんかも

やっていく試みであるとか、あるいは、これ

は単発ですけれども、去年は西里小学校の創

立記念の年で、夏祭りがすごい盛り上がりで

した。あれほどすばらしいものでなくても、

それをどういった形で言えば、まずは毎年で

なくても、またやってみようかと、あれだけ

子供たちも近所の人たちも含めて盛り上がっ

たんだもの、何かすっぺねというような、や

っぱりそういった機運がちゃんと出てくるよ

うな、そして今、町では協働のまちづくり支

援もございます。 

   そういう中で、場所づくりで、そのときに

具体的に何かアイデアがあってアプローチし

ようという取組が出てきたときに、それを支

援する。それで、今の町の支援で十分かどう

かというのは、絶えずやっぱりそういった動

きに対してフレキシブルに対応できる、まさ
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に住民の地域の発想でそれを応援できるよう

な仕組みというものは並行して考えていく必

要があるんだろうなというふうに思っており

ます。 

   以上です。 

○丹野貞子議長 「９番佐藤修二議員」 

○９番（佐藤修二議員） 町長おっしゃるように、

私も考えているのは、行政の下請の組織では

ないということです。ここの人たちが、自分

たちから考えて、自分たちがこういうことを

やりたい、あるいはこの地域の課題はこれだ

から、自分たちでこういうことをやろうとい

う、やっぱりそこ独自で、行政が世話焼くの

ではなくて、コミュニティをつくるまでは行

政はいろいろ関わらなければならないと。つ

くれたら、やっぱり地域の人たちが自分たち

でやる。 

   先ほど、一例としてやった1,000人で1,000

円ずつというのは一つの別な例で、そういう

ことをやっているところもあるという一つの

例として挙げただけで、小さな拠点はまた別

で、行政からお金もらってやるわけじゃない

ですから、これは違います。 

   ただ、これをやることによって地域が本当

に元気になってくるというのと、やっぱり課

題が地域ごとに違うものがあると。その地域

ごとに違うことを、地域ごとに自らがみんな

で工夫し合いながら地域を元気にする。自分

たちも元気になる、地域も元気になる。それ

と、人とのつながりができてくる。そういう

やっぱり地域を自分たちで守っていくんだと、

地域を大切にするという意味ですかね。そう

いう意味で、地域が元気になって、より地域

を残して、あるいは地域のいい文化伝承もや

っていく。あるいは、買物難民やいろいろ困

っている人がいるわけですから、その人のこ

との手助けも自分たちでやろうと。あるいは、

農家や商店が青空市みたいな形で、地域でみ

んなで応援していく。いろんな意味で、やっ

ぱり地域が元気になって、課題を少しずつで

もいい方向に行けるのには、この小さな拠点

づくりというのは非常にいい事業なのではな

いかなと思います。 

   ただ、自分たちで地域でこういうのがある

からやれと言っても、なかなかできないです。

私はやっぱりそういう拠点づくりの最初のコ

ミュニティづくりこそ、行政の仕事ではない

かなと思います。 

   ぜひ地域を元気にしてほしいし、地域課題

を地域で解決できるような河北町に、そして

地域がより暮らしやすい、自分たちがここに

住んでよかったと、これからも住んでいきた

いし、若い人にもここに続けて住んでほしい

と思うような地域になるように、ぜひ行政の

スタートの最初の手がかりだけはやっぱり行

政が手助けしてあげなければできないかと思

うので、その点をよろしくお願いし、今後期

待しておりますので、よろしくお願いします。 

   以上で一般質問を終わります。 

○丹野貞子議長 以上で、９番佐藤修二議員の一

般質問を終わります。 

   ここで11時10分まで休憩します。 

     休 憩  午前１０時５４分 

     再 開  午前１１時０７分 

○丹野貞子議長 休憩を解いて再開します。 

   次に、12番細矢誓子議員の一般質問を行い

ます。 

   「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） おはようございます。 

   それでは、12番、一般質問を行います。 

   通告に従いまして進めてまいります。 

   まず、質問事項１、友好都市との交流をさ

らに拡大するための考え方についてお尋ねい

たします。 

   自治体が、友好都市の締結の目的として掲

げていることは、文化、教育、経済、スポー
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ツなど幅広い分野での交流を通して、お互い

の相互理解と信頼関係を深め、親善と地域活

性化、そして国際平和に貢献することだと言

われています。 

   また、具体的な意義としては、地域の活性

化と魅力の再発見で、友好都市からの訪問や

交流によって、地域の歴史、文化、自然環境

を再認識し、観光誘致や特産品の販売拡大な

ど経済活性化のきっかけになるとしています。 

   本町においては、昭和61年から染めでの交

流が始まった徳島県藍住町と平成３年７月６

日に正式に友好都市を締結しました。 

   また、本町と同じ町名がご縁で交流が始ま

った宮城県河北町。河北町は現在平成の大合

併で石巻市になっていて、石巻市とは平成18

年１月に友好都市を結び、サクランボ狩りや

谷地どんが祭りの見学、産業祭での海産物販

売や災害時の支援などを行っています。また、

河北町からは、毎年10月に石巻市で開催され

る大漁まつりへの参加などで交流を図って現

在に至っています。 

   そのほか、山形と名古屋を結ぶ空路が就航

したことで、名古屋市北部に隣接し県営名古

屋空港が立地する愛知県豊山町から、災害相

互応援協定の申出があり、令和２年３月24日

に協定の締結が行われ、現在も交流を図って

います。 

   藍住町とは、これまでお互いに共通する染

めの文化で様々な団体と交流を図ってきまし

た。また、スポーツ少年団や婦人会、文化教

室等の方々や議会の人たちとも交流を図り、

参加者に生の体験を提供し、未来への人材育

成に大きな可能性を秘めた交流が実践されて

きたと認識しています。 

   参加の楽しみは、交流先の地域の人たちと

の触れ合いが挙げられており、これが交流の

本質であると指摘されています。これらによ

って得られるものは、住民が住んでいる自ら

の地域の歴史、文化、自然環境といった魅力

や価値を再認識する機会となります。これは

シビックプライド、地域への誇りと愛着の醸

成で、地域の活性化に向けた主体的な活動に

つながっていくと考えられます。 

   その交流活動の一例として、栃木県矢板市

の場合、観光誘客への活用で、交流都市の特

産品販売イベントを開催し、２日間で１万

5,000人以上の来場者を集めるにぎやかな祭

りとなり、大きく地域活性化につなげていま

す。 

   また、大分県大分市の場合、中国武漢市と

友好都市を締結し、中国武漢市に大分武漢事

務所を設置し、そこを拠点として地元企業の

海外進出を支援する活動をしています。 

   しかし、友好都市交流の考え方も、時代的

環境の変化に応じて少しずつ変わってきてい

るように感じます。 

   地方財政の逼迫する中での費用対効果への

疑問や、交流がマンネリ化し、ビジョンや理

念が曖昧になってきているなど、様々な意見

が出てきています。 

   これからは、友好都市交流は、最初の概念

やビジョンを現代に生かしながら、今日の時

代的要請にマッチしたものにグレードアップ

して、地域の持続可能な住民の安全・安心に

貢献しながら、戦略的な取組へと進化させて

いくことが求められているように考えます。 

   そこで、質問要旨１、本町と２つの友好都

市交流をさらに深めていくため、これからど

のような点を重視して進めていくのかについ

てお尋ねします。 

   私が先ほど述べた戦略的な取組へ進化させ

ることについての一つとして、豊山町との関

係をもっと広く拡大してはと考えます。 

   地理的に離れ、同時被災のリスクが少ない

町との友好関係は、大規模災害時における重

要なライフラインとなります。物資の提供、
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職員の派遣、被災者の受入れなど、実質的な

相互支援体制を構築することは、地域の防災

力向上に大きく直結します。そのためには、

職員の専門性向上と人材育成を図る必要があ

ると考えます。 

   友好都市への職員派遣は、職員の新たな行

政手法に関する知見を高める絶好の機会とな

り、またこういう経験は職員の能力開発と組

織全体の活性化につながる施策の一つではと

思います。 

   そこで、質問要旨２、豊山町と災害相互応

援協定後の活動進捗状況について、質問要旨

３、職員間の派遣事業や研修会等の実施を推

進していく計画はあるのかについて、お尋ね

します。 

   また、私は豊山町との交流を通して、東海

圏における本町の認知度を上げることについ

て提案します。 

   本町をよく知っている町が存在することは、

とても幸いなことで、本町の観光の発信や経

済交流、定住・移住に向けた情報発信、幼小

中の子供たちに向けたデュアルスクールの活

用など多岐にわたって活用ができるのではと

考えます。 

   ここで、質問要旨４、豊山町との交流を通

して、東海圏における本町の認知度を上げる

ことについて、質問要旨５、豊山町とこれか

らどのような関係を持って交流を進めていく

かの方向性について、町長の考えをお聞きし

ます。 

   質問事項２、フレイルを予防する施策とオ

ーラルフレイルの取組の推進についてお尋ね

します。 

   先日、新聞記事の中にフレイルという言葉

を見つけました。フレイルとは、健康と要介

護の間の状態のことで、加齢や低栄養、運動

不足、社会的な孤立や精神的なストレスがあ

る人がフレイル、虚弱になりやすく、健康障

害を起こすリスクが高くなってしまう状態の

ことです。 

   フレイルが進行すると介護が必要になる状

態になるため、高齢者自身のＱＯＬ、生活の

質が下がるだけではなく、社会にかかる負担

も大きくなってしまう懸念があります。 

   2020年代には、団塊世代が後期高齢者とな

り、地方財政における医療、介護費用がます

ます増大していきます。健康寿命を延ばすの

に欠かせない介護予防、フレイル予防を強化

することは、全ての自治体にとって近々の課

題になっています。 

   加齢で心身が衰えるフレイルの予防には、

栄養、身体活動、社会参加の３つの柱が重要

だと言われ、特に社会とのつながりを失うこ

とがフレイルの入り口になることだと考えら

れています。 

   そこで、質問要旨１、これまで実施されて

きたフレイル予防施策の成果についてお尋ね

します。 

   フレイル予防は、費用対効果が高いのが特

徴だと言われています。本町においても、健

康な高齢者を対象に、フレイルに陥らないよ

うな様々な施策が実施されてきたと認識して

います。 

   また、フレイルになってしまった高齢者の

早期発見と迅速な悪化予防の働きかけなどで、

これまで行ってきた施策の中ではどのような

ことが効果を出しているのかをお聞きします。 

   質問要旨２、健康寿命を延ばすためのオー

ラルフレイル予防の推進について。 

   私が今一番に力を入れていきたいと考える

施策は、オーラルフレイル予防の推進です。

加齢による口の機能の低下は、全身のフレイ

ル、特に低栄養を引き起こす原因になりやす

いことが分かってきました。 

   現在、65歳以上の男性の約12％、女性の約

20％の人たちが低栄養状態になっていると言
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われています。 

   オーラルフレイル検査ができるイベントの

開催や、医師、歯科衛生士に相談できる食事

会の開催など、口腔機能の予防対策もぜひ実

行していただきたいと考えます。 

   先日の新聞記事の中に、食のバリアフリー

を目指して活動している人たちで、人生の最

後まで口からおいしく楽しく食べてもらいた

いとの思いで活動している北庄内食援隊の

方々の活動が記されていました。自分の歯で

おいしく食べて健康に生きる、そのための対

策が叫ばれています。 

   質問要旨３、町民へのフレイルに関する周

知について。 

   自分がフレイルになっているということを

自覚するのはとても難しいことのように考え

ます。年を取ったからできないのだとか、体

重が減るのは当たり前だなどと、何でも当た

り前に考えてしまいがちです。そのことが既

にフレイルになっている場合が多く、見過ご

していることが多いのです。 

   その発見の機会をキャッチするためにも、

住民同士がチェックし合う活動を推進しては

と考えます。 

   フレイルを正しく知るためにも、周知がと

ても大事だと考えますが、現在どのような周

知活動が実施されているのか、お聞きをしま

す。 

   質問要旨４、フレイルサポーターの活用、

拡大について。 

   現在、本町ではフレイルを予防する活動は、

健康福祉課や社会福祉協議会の人たちで推進

されていると認識していますが、なかなか一

般の人たちには浸透していないのではと懸念

します。 

   フレイルを予防し、健康長寿を目指すため

にも、ぜひフレイルサポーターを活用、拡大

して、町民の健康対策として取り上げていた

だきたいと考えます。 

   フレイルサポーターとは、フレイルを予防

するため、フレイルチェック測定会をはじめ

とした地域でフレイル予防と啓発を行う市民

サポーターのことです。 

   東京大学高齢社会総合研究機構の研究に基

づき、フレイル予防の周知啓発活動や定期的

な測定会を実施し、フレイル状態のチェック、

フレイル予防の取組を広げています。 

   町長のお考えをお聞きします。 

○丹野貞子議長 12番細矢誓子議員の一般質問に

対する町長の答弁を求めます。 

   「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 12番細矢誓子議員の一般質問に

お答えいたします。 

   最初に、友好都市交流をさらに拡大するた

めの考え方についてお答え申し上げます。 

   １点目の本町と２つの友好都市交流をさら

に深めていくため、これからどのような点を

重視して進めていくのかについて申し上げま

す。 

   議員からもございましたが、河北町は現在、

徳島県藍住町と宮城県石巻市の２つの友好都

市との協定を締結し、交流を行っております。 

   藍住町は、全国的に藍の産地として名高い

阿波藍の産地として栄え、本町は最上川舟運

に通じた最上ベニバナの集散地や産地として

栄えた歴史がございます。日本古来の伝統的

な染料である徳島県の藍と、本町が誇るベニ

バナという歴史的、文化的な共通点を通して

交流を行ってまいりました。 

   藍住町と河北町は、平成３年に友好都市と

なりましたが、行政、議会レベルでの相互訪

問や、スポーツ少年団、文化団体など民間レ

ベルでの交流を重ねた上で、両町の友好都市

の機運の高まりを受け、友好都市協定の締結

をいたしました。 

   その後、現在に至るまで、町民号の派遣な



 - 127 -

どを通して30年以上にわたる交流を続けてお

ります。 

   石巻市との交流は、かつての宮城県河北町

と山形県河北町という町名が同じであるとい

う縁により、平成５年頃から旧河北町との交

流が始まり、藍住町と同様に、行政、議会レ

ベルでの相互訪問や、スポーツ少年団、文化

団体など民間レベルでの交流を重ねた上で、

平成13年１月に友好都市協定を締結いたしま

した。 

   その後、平成17年４月に市町村合併により

新石巻市が誕生したことから、平成18年１月

に、改めて石巻市と友好都市の協定を締結し

ております。 

   これまで議会や行政間での交流はもとより、

石巻市産業まつりでの物産販売や、大漁まつ

りバスツアーの実施、石巻市からはサクラン

ボ狩りのバスツアーやどんが祭りでの物産販

売など、それぞれの地域の強みを生かした産

業面での交流、住民同士の交流、還暦野球チ

ームなどスポーツを通じた交流を行っており

ます。 

   さらに、平成23年３月に発生した東日本大

震災の際には、石巻市が甚大な被害を受けま

した。そのため、交流は一時的に中止いたし

ましたが、河北町から石巻市へ支援物資の提

供や職員派遣、民間団体による炊き出しなど

を行うとともに、被災された石巻市の方々を

サクランボ狩りなどに招待し、被災地支援を

行ってきたところでございます。 

   平成24年８月には、東日本大震災の教訓を

踏まえ、大規模災害が発生した際に、互いに

応援協力体制を確保するため、河北町、石巻

市、藍住町の３自治体間で災害相互応援協定

を締結し、広域的な災害時の応援体制を整備

して、友好都市より一歩踏み込んだ、より緊

密で強固な関係を築いております。 

   今後とも、災害時の助け合いも含め、文化、

教育、観光など、様々な分野でのつながりを

深め、友好都市間の交流をさらに充実してい

きたいと考えておりますが、行政主導の交流

だけでなく、住民同士の自主的な交流や、民

間団体などが主体的に相互理解と信頼関係を

深めながら交流していくことも重要であると

考えております。 

   ２点目の豊山町と災害相互応援協定後の活

動進捗状況について申し上げます。 

   豊山町との災害相互応援協定は、山形－名

古屋路線の就航を縁として、県営名古屋空港

が立地する愛知県豊山町と令和２年３月24日

に締結されたものであります。 

   本町と豊山町は遠隔地に位置しており、同

時被災の可能性が低いという特性に加え、大

規模災害における空路、空を活用した物資の

輸送など、空港の利便性を最大限に生かした

迅速な支援体制を構築することで、防災機能

のさらなる充実を図ることを目的としており

ます。 

   この協定に基づき実施する応援の内容につ

きましては、応援復旧に必要な資機材の提供、

食料、飲料水、生活必需品の提供、応急復旧

に必要な職員の派遣などを想定しております。 

   これまで協定に基づく災害面での支援を行

う局面はございませんでしたが、年度当初に

は、その年度の組織体制や連絡の担当者を相

互に連絡するなど、災害がいざ発生した際に

迅速に情報共有と連携が図られるよう、協力

体制の確保、確認に努めております。 

   ３点目の職員間の派遣事業や研修会等の実

施を推進していく計画はあるのかについて申

し上げます。 

   現在、災害相互応援協定に基づく派遣事業

や研修会などは実施しておりませんが、豊山

町を含む愛知県ほか９県では、今後30年以内

に発生が懸念される南海トラフ地震への災害

対応力の強化が急務となっております。 
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   国では、南海トラフ地震における応急対策

職員派遣制度アクションプランを作成し、地

震発生時に支援を受ける重点受援県、応援を

受ける県と、即時応援都道府県等の組合せを

あらかじめ決定しておくことで、発災後に速

やかに職員を派遣する仕組みを構築しており、

愛知県の即時応援県として山形県が担うこと

になっております。 

   今後、応援・受援体制など、平時からの意

見交換、研修など、具体的な動きが進むもの

と思います。 

   南海トラフ地震への対応を先行して進める

とともに、本町で災害が発生した際の対応に

ついても、それらの機会を活用し、検討を進

めてまいりたいと考えております。 

   ４点目の愛知県豊山町との交流を通して東

海圏における本町の認知度を上げることにつ

いて、５点目の豊山町とこれからどのような

関係を持って交流を進めていくのかの方向性

について、この点併せて申し上げます。 

   河北町と豊山町は、災害時の協力体制の構

築のほか、町制施行70周年記念事業へ参加い

ただいたりするなど交流を行っております。 

   東海圏との交流といたしましては、コロナ

禍以前は豊山町に隣接する小牧市の小牧市民

まつりに参加し、物産販売や観光ＰＲなどを

行っておりました。 

   また、山形空港から小牧空港へ名古屋便が

発着していることから、山形空港利用者に対

する空港利用拡大キャンペーンの際も、東海

圏から往来する名古屋便利用者へ本町のＰＲ

活動を行っております。 

   このような空港などを通した東海圏とのつ

ながりを通して、本町の認知度アップを図っ

てまいりたいと考えております。 

   今後の豊山町との交流の在り方につきまし

ては、行政間での交流はもちろん、各種団体

や住民同士の交流、経済交流などを積み重ね

ながら検討していく必要があると考えており

ます。 

   次に、フレイルを予防する施策とオーラル

フレイルの取組の推進についてお答えいたし

ます。 

   １点目のこれまで実施してきたフレイル予

防施策の成果について申し上げます。 

   フレイルとは、海外の老年医学の分野で使

用されている英語が語源となっております。

2014年に日本老年医学会が提唱した概念でご

ざいます。 

   加齢とともに心身の活力が低下し、複数の

慢性疾患の並存などの影響もあり、生活機能

が障害され、心身の脆弱性が出現した状態で

ございますが、一方で適切な介入、支援によ

り、生活機能の維持向上が可能な状態像とさ

れております。健康な状態と要介護状態の中

間に位置いたします。 

   現在、100歳以上の高齢者数が過去最高を更

新し10万人に迫っている社会で、厚生労働省

は、ただ年齢を重ねるだけでなく、介護など

の必要がなく生き生きと日常生活を送る健康

寿命を重視しております。 

   こうした中で、フレイル予防は、高齢者が

住み慣れた地域で末永く自立した生活を送り、

健康寿命を延伸するために極めて重要な施策

であると認識しております。 

   本町では、フレイルの３本柱である栄養、

運動、社会参加に基づき、平成28年度から65

歳以上の全ての方を対象に、運動習慣継続の

必要性、栄養改善、口腔ケア、口の中ですね。

認知症予防を目的とした様々な介護予防教室

を開催しております。 

   介護予防の効果により、いわゆる元気高齢

者が増加することで、健康寿命の延伸につな

がり、また要支援状態から将来要介護状態に

至る流れを緩やかにしていく重度化防止の取

組を行っております。 
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   また、町内４か所の高齢者の居場所では、

フレイルの予防のための理学療法士、作業療

法士による健康教室を行う際、後期高齢者の

質問票を活用しており、その効果として、単

なる数値上の効果だけでなく、自分の健康状

態を客観的に把握できたり、自ら健康管理に

取り組むセルフケアの意識向上につながった

り、医療機関を受診するきっかけづくりにも

なっていると認識しております。 

   ２点目の健康寿命を延ばすためのオーラル

フレイル予防の推進について申し上げます。 

   議員ご指摘のとおり、歯や口の健康を保つ

ことは、単に食べることだけでなく、社会参

加や全身の健康維持に直結する極めて重要な

課題であると認識しております。 

   近年、滑舌低下、食べこぼしや僅かなむせ、

かめない食品の増加など、ささいな口腔機能

の僅かな衰えであるオーラルフレイルが、低

栄養になりやすく、全身の筋力低下や身体フ

レイルを引き起こし、結果として要介護リス

クを高めるということが言われております。 

   本町でも、健康寿命を延ばすためには、こ

の口の健康からのアプローチが不可欠である

と考えており、これまでライフステージごと

の取組に力を入れてまいりました。 

   検診関係では、節目の年齢における歯周疾

患検診に加え、40歳以上の方を対象とした歯

科健康診査を実施したり、75歳以上の方が一

日人間ドックを受ける際には、口腔機能につ

いての質問項目がある後期高齢者の質問票を

活用して、早期発見、早期対応を促しており

ます。 

   また、令和７年度の健康づくりセミナーや

介護予防教室では、歯科衛生士による、フレ

イル予防でお口の健康づくりを開催し、口腔

機能を高めるパタカラ体操や、唾液の分泌を

よくするマッサージなど、簡単に自宅ででき

るものを実際に指導していただき、口腔ケア

の重要性について講習をしたところでありま

す。 

   オーラルフレイル予防は、単なる口のケア

にとどまらず、町民の皆様がいつでもおいし

く食べ、楽しく語らい、生き生きと社会に関

わりを続けるための基盤です。今後も、オー

ラルフレイルの兆候を見逃さないために、医

療、介護、地域のネットワークで支える仕組

みを推進してまいります。 

   ３点目の町民へのフレイルに関する周知に

ついて申し上げます。 

   フレイルは、早期に発見し、適切な対策を

講じることで、健康な状態に戻ることが可能

であり、この概念を町民の皆様に広く正しく

ご理解いただくことは、介護予防の要である

と考えております。 

   町での周知の実施状況について申し上げま

す。 

   令和３年度に、みんなの国保80号で、コロ

ナフレイルについての特集チラシを全戸配布

し、また令和６年度と令和７年度の広報かほ

くに、「笑顔でいきいき健康 第３次健康かほ

く21行動計画実践中！」の記事に、口の健康

やフレイル予防の実践指針の記事を、その他

に随時、介護予防教室の開催の記事を掲載し

ております。 

   また、町内４か所の高齢者の居場所におい

ては、介護予防の一体的実施事業で、理学療

法士の方からフレイルについての講話をして

もらい、フレイルについて理解を深めていた

だいております。 

   フレイル予防には運動や社会参加が非常に

重要であるため、実践的なものとして、高齢

者向けの運動教室やウオーキング教室など、

参加者の方にフレイル予防の意識を高めても

らう事業なども行っております。 

   また、山形県後期高齢者医療広域連合にお

いては、県内民放４局のテレビ放送で、午前
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６時から午後１時までの間に、各局１日１回、

口腔についてや健康寿命についてなど、テレ

ビＣＭを放送し、幅広く県民に向けて広報を

行っております。 

   しかしながら、まだ自分には関係ないと感

じておられる方や、内容を具体的にご存じな

い方がいらっしゃることも事実でございます

ので、より多くの町民の方がフレイルを自分

事として捉え、積極的に予防に取り組める環

境づくりに努めてまいります。 

   ４点目のフレイルサポーターの活用拡大に

ついて申し上げます。 

   現在、本町においては、フレイルサポータ

ーの養成、配置には至っておりません。現在

は、サポーターという形ではなく、保健師や

管理栄養士などの専門職による介護予防事業

や、高齢者の居場所への支援を通して、フレ

イル予防の啓発に努めているところでござい

ます。 

   フレイル予防は、個人だけではなく、家族

や地域の支援も大切です。家族がフレイルに

関する基本的な知識を持つことで、サポート

しやすくなります。 

   日常生活の中で実践できる活動を学ぶこと

によって、フレイル予防のための意識が高ま

ることから、令和７年度に１か所の高齢者の

居場所に、管理栄養士と食生活改善推進協議

会会員の方々が訪問し、参加者と一緒に低栄

養のチェックや、バランスのいい食事を実際

に作り食べることで、高齢者のフレイル予防

についての知識と理解を深めていただきまし

た。また、参加された方には、ヘルスサポー

ター登録証をお渡ししております。家族や知

人、地域の方に、広く知識を共有し、身近な

ところから理解を広げていただくことで、持

続的な取組につながるものと認識しておりま

す。 

   フレイルサポーター制度については、サポ

ーター養成や、活動継続のためのフォローア

ップなど多角的な検討が必要であり、これら

の点も含め研究してまいります。 

   以上、お答え申し上げます。 

○丹野貞子議長 町長の答弁が終わりました。 

   議長から申し上げます。 

   12番細矢誓子議員の一般質問の途中ですが、

ここで昼食のため午後１時まで休憩とします。 

     休 憩  午前１１時４３分 

     再 開  午後 １時００分 

○丹野貞子議長 休憩を解いて再開します。 

   一般質問を続けます。 

   再質問に入ります。 

   「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ご答弁ありがとうござ

いました。 

   それでは、再質問させていただきます。 

   現在、全国の自治体間交流の現状は、全国

2,351市区町村、市、町、区及び東京特別区の

うちで956市区町村が、自治体間交流を行って

いると言われております。これは全国の約４

割の市区町村に当たります。 

   その交流活動の内容としては、首長、行政

職員による表敬訪問や視察団の交流が約６割、

そのほか住民の交流が４割となっていると言

われています。 

   それでは、本町においては、これまでの実

情はどのような割合だったのか、そこをお知

らせください。 

○丹野貞子議長 「日下部くらし応援課長」 

○日下部敦子くらし応援課長 河北町のこれまで

の友好都市との交流の割合ということでござ

いますが、まず藍住町を例に取らせていただ

いて説明をさせていただきたいと思います。 

   藍住町の場合は、当初は民間レベルの交流

ということで、商工会や婦人会、それから文

化団体、スポーツ少年団などの交流がとても

盛んに行われておりました。友好都市締結当
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初で見ますと、民間の交流が約７割、行政レ

ベルでの交流が約３割というような割合で行

っておりましたが、それから年数がたちまし

て、15年くらい前になりますと、行政が６割、

民間４割というような割合になっております。 

   その後、コロナ禍を経まして、なかなか交

流が進まない期間がございましたので、現在

では行政のほうが約８割ぐらいというような

割合になっております。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ありがとうございまし

た。やはり交流も時代によって様々内容が変

わってきているというのが、すごくこの内容

で分かりました。 

   お互いによい交流を保っていくというのは、

やはりしっかり継続していくことでその交流

が成熟していくというふうに私は考えており

ます。 

   それでは、本町では、今までやってきた交

流の中で、どのような点に特に考慮されてな

されてきたのか、そのちょっとした中身を教

えていただきたいと思います。 

○丹野貞子議長 「日下部くらし応援課長」 

○日下部敦子くらし応援課長 これまで交流して

きた中身といいますと、行政の場合は、お互

いに表敬訪問ですとか、行政視察というよう

な内容になっておりますが、民間レベルの交

流といいますと、例えば藍住町であれば、今

年度は藍住町のほうから町民号ということで

来ていただいております。河北町のほうは昨

年度、こちらのほうから藍住町に町民号とい

う形で訪問をさせていただいているところで

ございますが、そういった場合に、民間レベ

ルの交流ということで、お互いの文化、それ

から歴史などを主に学ぶというようなことで

交流をしているところでございます。 

   石巻市につきましては、近いということも

ありまして、お互いに毎年のように行き来を

しているところになっております。 

   石巻市のほうからは、最近はサクランボ狩

りというような形で来ていただきまして、こ

ちらのほうからは石巻市の大漁まつりのほう

に町民号を派遣しているところでございます

が、そういった際にも、お互いの産業の面で

すとか文化の面、そういった面で交流してい

くような形で、今それぞれの地区に合ったよ

うな形で交流を進めているところになってお

ります。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） やはりその分野によっ

て考慮されて、いろんな企画を持って交流を

されているというのが分かりました。 

   文化、教育、観光など様々な分野でさらに

充実させていきたいというふうに答弁をされ

ました。 

   それでは、特にこれからどういう方向に充

実を図っていきたいか、どういう交流を強く

特に充実していきたいかということのお考え

をお知らせください。 

○丹野貞子議長 「日下部くらし応援課長」 

○日下部敦子くらし応援課長 これまでも文化、

観光、それから経済面での交流というのは続

けてきたところでございますが、先ほど町長

の答弁でもありましたように、平成24年度に

災害時の協力体制も確立したところでござい

ますので、今までの観光や経済面での交流の

ほかに、災害などが起きた場合にも、お互い

に助け合うというような相互の協力体制も構

築しながら交流を進めていきたいと思ってお

ります。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ありがとうございまし

た。 

   やはり様々交流する内容によっても広がり

がいろいろ出てくるのではないかと。やはり

ある程度目的を持った交流というのが、これ
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からは私は必要ではないかと思うんですけれ

ども、私がこの交流に対して、藍住町とか石

巻市もそうですけれども、これから交流に期

待するものとしては、教育の分野に期待する

ものなのです。というのは、子供たち同士の

交流です。 

   本文でも述べさせていただきましたが、ス

ポーツ少年団との交流は、以前は実行されて

きましたが、近年では子供たちを対象とした

交流は実施されていないように認識していま

す。 

   若くして様々な体験をすることは、地域力

の向上や郷土愛にもつながり、地域づくりに

も大きく貢献できるものと考えております。 

   ですので、ぜひ実施に向けた施策をしてい

ただきたいと提案しますが、このことについ

てお考えをお聞かせください。 

○丹野貞子議長 「板坂教育長」 

○板坂憲助教育長 友好都市との、いわゆる児童

生徒との交流についてお答えいたします。 

   先ほどの町長答弁、それから日下部課長の

答弁にもありましたように、かつてはスポー

ツ少年団、それから中学校の部活動の交流も

行われていたと聞いております。残念ながら、

今現時点では、様々な経緯を経ながらも、交

流はなされていないということです。 

   それで、細矢議員がご指摘なされるように、

大変重要な提言だと思います。と申しますの

も、いわゆる教育分野において、そういった

交流が可能であり、効果も得られると私は思

っています。 

   例えば、社会科の面ですけれども、社会科

の学習、小学校においては、３年生はエリア

として河北町の勉強です。４年生になります

と県の勉強になります。５年生は日本国の勉

強になります。６年生は、歴史あるいは世界

の分野になります。 

   そんな中で、３年生は町の学習において、

庁舎役場見学に来ます。そういったときに、

１階のギャラリーを参観させて、河北町との

友好都市はこうこうですよというような説明

を必ずしております。そんな中で、いろんな

特産物に触れたり写真で見たりして、興味関

心を抱かせるようにしているところでありま

す。 

   さらには、具体的に申し上げますと、自治

体交流で、お隣の石巻市の学習をする上で、

今オンライン学習が可能ですので、社会科、

日本の学習において、海辺の暮らしと内陸部

の暮らし、そういったことで学習が可能と思

っています。 

   さらには、藍住町との学習においては、例

えばですが、北国の暮らしと南国の暮らし、

こういったことで日本の学習ができるのでは

ないかというふうに思っています。 

   あと、豊山町ですけれども、これは防災教

育と絡めまして、例えば臨空都市における災

害時の救助の在り方、これは中学校の総合的

な学習の時間がふさわしいのではないかなと

いうふうに思っているところです。 

   そんなところで、今、議員が提言なされま

したように、様々な友好都市を有効に活用し

て、そんな中で違う暮らし、あるいは互いの

地域のよさなんかを認識するには大変いい教

材になるのではないかというふうに思ってい

るところであります。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ありがとうございまし

た。 

   私がこれから教育長にお聞きしたいと思っ

ていたことを、今答えていただいたような気

がしますけれども、自治体間交流で期待され

る効果の中に、やはり教育の質の向上という

のが述べられているのです。 

   それで、今、教育長が言われましたような、

やはりそういうふうなものがきちっと生きた
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教材として、そういう交流を通して利用でき

るということの理解かなと思いますけれども、

今私が聞いた中で、ちょっと不足の部分があ

りました。教育長、またお考えをお聞かせく

ださい。 

○丹野貞子議長 「板坂教育長」 

○板坂憲助教育長 確かに、いわゆる直接交流で

きる便利さがあると思うんです。交流する中

で、生の教材をお互い交換したり、あるいは

そこに住む生の人々の暮らしの声を聞いたり、

そういった利便性が非常にあるなというふう

に思っているところです。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 人材育成、教育、子供たちのと

いうことでいえば、関連してでございますけ

れども、一つは間もなく震災記念日が来ます

けれども、石巻市のほうには東日本大震災に

絡む生の教材が、すばらしいものがあります。

それを共有していくというのは大きな視点に

なると思います。 

   あともう１点は、豊山町のほうですけれど

も、現在、豊山町のほうに臨空第２公園とい

うのがあるんですけれども、そこに極めて大

規模な県の基幹的広域防災センターのプロジ

ェクトが今進んでおります。この県営の広域

防災拠点は、機能が３つございます。 

   一つは、救援物資の中継、分配。集めて、

そして必要なところに送る、この機能が一つ

であります。 

   もう一つが、広域の支援部隊、人間の応援

部隊の輸送です。県営の名古屋空港を最大限

活用していく防災拠点に今、プロジェクトが

進んでいます。 

   あと、最後は、防災人材の育成の機能です。

この３つを主な機能とする県営の基幹的広域

防災拠点が今進められています。やっぱりこ

れが一番大きなポイントになるかなというふ

うに思っています。 

   あと、それから、先ほど議員は、目的を持

った交流が必要なのではないかと、そのとお

りだと思います。それで、防災はそういった

意味で、もう全ての自治体にとって大きな課

題でありますし、人材育成も共通する課題で

あります。 

   あともう一つ、今やはり関係人口、あるい

は経済交流につながる交流も大きな目的にこ

れからなるだろうと思います。 

   豊山町で見れば、石巻市は近いですけれど

も、豊山町は遠いですけれども、空港があり

ます。そして、今は残念ながら１便に減便さ

れたＦＤＡの就航ですけれども、何とか２便

復活のめどがついております。 

   そういう中で、私も県の折原副知事と一緒

に山形空港の協議会の副会長として、ＦＤＡ

のほうの本社に伺って、いかにして路線のパ

イプを太くしていくかと、便数も含めてとい

うことでいろいろ協議している中で、ＦＤＡ

側から出てきているのが物流です。要するに、

人の行き来のＦＤＡ就航もありますけれども、

空港貨物による物流についても、ＦＤＡ側と

しても、非常に山形県はサクランボとかいろ

んなものがある中で期待したいというような

話がありました。 

   来年度の県の予算において、航空便を使っ

た物流の強化というものも、来年度の予算の

中に入っています。 

   そういった意味で、東根市も豊山町と災害

協定を結んでおりますけれども、河北町も含

めて、空港の最寄りの自治体としてできる交

流というものをしっかり進めていく、引っ張

っていくぐらいの気持ちで考えていく必要が

あるかなという問題意識でおります。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） 力強いこれからの施策

についてご説明を受けまして、ありがとうご

ざいました。 
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   本当に空港に近いということも利便性の一

つであると思って、それを最大限に生かすよ

うな交流が図られることを期待します。 

   それでは、フレイルに関する再質問をさせ

ていただきます。 

   フレイル予防には、質問本文でも述べさせ

ていただきましたが、３つの柱があると言わ

れております。 

   その一つの栄養についてお尋ねします。 

   バランスのよい食生活を送るための支援策

として、これは一例ですが、長野県栄養士会

では、まちかど栄養相談会を実施して、気軽

にフレイルを予防するための様々な相談や対

応、手軽に栄養バランスの取れるレシピの配

布などの活動をしているということが書かれ

ておりました。 

   また、東京都荒川区で開催されました、１

日３食を取るとき10食品群を意識して取って

くださいという、お口と食事の元気塾という

ところで、10食品群を分かりやすく、「さあに

ぎやか（に）いただく」という言葉を使って

説明するものです。「さあ」の「さ」はお魚、

「あ」は油、「に」は肉というふうに順に知ら

せていくのだそうです。それで、最後に「に

ぎやかにいただく」という言葉を入れたのは、

孤食にならない、誰かと楽しく食べるという

目的があるということで、この運動を進めて

いるという内容の記事が載っておりました。 

   それでは、本町ではどのような方法でこの

栄養についての施策を実施されているのかを

お尋ねします。 

○丹野貞子議長 「矢作健康福祉課長」 

○矢作勲健康福祉課長 本町での高齢者の食とい

いますか、栄養に関してのいろんな様々な施

策というふうなことですので、具体的な例を

挙げて説明させていただきます。 

   まず、基本的に何をベースにやっているの

かというふうなことですと、第３次健康かほ

く21の行動計画でありますとか、あと第４次

の食育推進計画などに基づいて、具体的な取

組を行っているところでございます。 

   一つは、高齢者の個別訪問の指導、これは

ちょっと町長の答弁とも重なる部分があるの

ですが、低栄養対象者への訪問指導ですとか、

あと高齢者の保健事業と介護予防の一体的実

施として、栄養の改善が必要と認められる高

齢者に対して、専門家から、専門家というの

は管理栄養士等になりますけれども、自宅を

訪問しながら短期集中での食事栄養面でのア

ドバイスを行っているというふうなことです

とか、あと健康なんでも相談でも栄養に関す

る個別相談なども実施しておるところでござ

います。 

   また、地域活動を通じた予防啓発関係では、

いきいきサロンで行われているものでありま

すとか、あと健康づくり推進員の視点からの

取組でありますとか、あとは食生活改善推進

協議会の活動としてバランスのよい食事の普

及など、あと野菜の摂取量増加などを目指し

た食育などを実施しておるところでございま

す。 

   また、その他、自立支援関係、食育に関す

ることでございますが、やっぱり若いうちか

らの正しい食生活、食習慣が将来の低栄養を

防ぐというふうな観点から、全世代にわたっ

て栄養バランスや健康的な食事の知識普及を

日頃から行っております。 

   また、総合的な介護予防プログラムという

ふうなことでございますが、介護予防教室な

どでは、低栄養だけではなくて、筋肉量の減

少や機能低下を防ぐため、栄養と運動を組み

合わせた教室などを開催しております。 

   以上のようなことから、町とか、あと包括

とか、食改、そういった様々な組織があるの

ですが、そういった組織と地域住民とが連携

しながら、包括的に食に対する自立支援体制
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を築いているというふうに認識しているとこ

ろでございます。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ありがとうございまし

た。 

   先ほどの答弁の中に、町内４か所の高齢者

の居場所での健康教室の開催などでフレイル

予防がすごく実施されているというふうなご

説明がございましたけれども、私はこの居場

所に参加されている方というのは、ある程度

限られた、あんまりたくさんではない人が入

っていらっしゃるのではないかというふうに

認識しているのです。 

   それで、そこに参加されない方は、様々な

情報を取るのがとても難しい。周知活動も一

生懸命なさっていただいていますけれども、

なかなかそれが浸透しない。特に、男性の高

齢者の方は少ないように思うんです。そうい

う情報を得たり、そういうところに入って健

康教室に行って知識を得てくるというのが、

すごく少ないような感じです。 

   そういう方たちに、しっかりそういう情報

が届くような仕掛けづくりというのは、どの

ように考えられているのでしょうか。 

○丹野貞子議長 「矢作健康福祉課長」 

○矢作勲健康福祉課長 先ほど細矢議員のほうか

らありました高齢者の居場所づくりの中で、

質問票というふうなものを用いて、ご自身の

健康状態がどの段階にあるかというものを把

握していただいております。 

   特に、これは15項目ほどあるのですが、食

生活に関しては４つの項目がその中に該当し

ています。こういったもの、いいサンプル的

なもの、質問票というのがありますので、そ

れに関しましては、例えばいきいきサロンで

ありますとか、あと町内会での活動でありま

すとか、個人でも結構ですし、こういったも

のはいつでも開示できるようなことにしてお

りますので、それをご利用いただいて、食生

活を通じた健康づくりということを実践して

いただければと思っております。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） 質問も時間が押してき

ましたので。 

   フレイル予防には、社会参加がとても有効

だと言われております。社会参加をして活動

している人と、していない人では、している

人に比べて14.5％の差が出ているという結果

が出ております。 

   社会参加、フレイルを予防するには、高齢

者同士のつながりを促進するだけではなく、

若い世代の方々との交流などもとても大切な

ことだと私は考えておりますけれども、その

ような仕掛けづくりをこれからどのように考

えていらっしゃるか、その辺のところをお聞

かせください。 

○丹野貞子議長 「矢作健康福祉課長」 

○矢作勲健康福祉課長 世代を超えた仕掛けづく

りというふうなことでございますが、やはり

高齢者の方が若い方と交流するということで、

非常に脳の活性化にもつながりますし、もち

ろん手足のほうに、身体的な活動においても

同じようなことが言えるのかなと思います。 

   それで、質問にもありましたので、それに

関連づけてちょっと説明させていただきます

と、やはりフレイルサポーター制度というふ

うなものが、割と人口規模の多いところでは

展開されておりまして、調査地点はあれなん

ですけれども、大体85ぐらいの自治体で全国

で展開されておるようでございます。 

   ですが、これは比較的人の規模が多いとこ

ろで展開されているのは何でかなというふう

に考えたのですが、やはり地域コミュニティ

の結びつきが割と薄いところなのかなという

ふうに感じております。うちの町に当てはめ

ますと、そこまではいっていないと、地域の
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結びつき、近所の結びつきというのはもうち

ょっと強いのではないかというふうなことな

ので、それを踏まえながら、うちに合ったや

り方で展開していく必要があるのかなという

ふうに思います。 

   以上であります。 

○丹野貞子議長 「12番細矢誓子議員」 

○12番（細矢誓子議員） ありがとうございまし

た。 

   本年は、石巻市との交流が始まって20年と

いう記念する年になっております。これから

も様々な交流が、深く強く続きますことを願

っております。 

   ありがとうございました。終わります。 

○丹野貞子議長 以上で、12番細矢誓子議員の一

般質問を終わります。 

   ここで暫時休憩とします。 

     休 憩  午後１時２５分 

     再 開  午後１時２７分 

○丹野貞子議長 休憩を解いて再開します。 

   次に、10番鈴木英友議員の一般質問を行い

ます。 

   「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） それでは、私から、一

般質問させていただきます。よろしくお願い

いたします。 

   河北町では、平成23年に県内で初めて子育

て基本条例を施行し、町全体で子育て支援に

取り組んでまいりました。 

   令和３年度から令和12年度までの第８次河

北町総合計画でも、地域と共に健やかに暮ら

せる町の施策の一つとして、オールかほくで

応援する子育て支援を掲げております。 

   令和６年10月には、「かほくっこ」こどもみ

らい応援宣言がなされ、令和７年３月には、

令和11年度までの第３期河北町子ども・子育

て支援事業計画が策定されています。 

   この子ども・子育て支援事業計画は、就学

前と小学生の児童を対象に、質の高い幼児期

の学校教育・保育の総合的な提供、地域の子

育て支援の一層の充実、保育の量的拡大・確

保を図ることを目的としているもので、本町

の子供とその家族が幸せに住み続けることが

できるよう、計画的に子育て支援に取り組ん

でいくものであります。 

   そこで、質問いたします。 

   質問事項１、学校給食費の無償化について

です。 

   子育て支援事業施策の一つとして、本町で

は学校給食費支援事業を展開しており、令和

５年４月から、子育て支援の充実を図るため、

学校給食費保護者負担金を町が全額支援して

おります。 

   質問要旨１、国の無償化政策の具体的内容

についてお伺いします。 

   令和８年４月から、国の政策として給食費

の無償化が予定されておりますが、その具体

的内容についてお伺いします。 

   質問要旨２、小学校の給食費の中の食材費

について、国の支援額は決定しているのか、

児童１人当たりの月額及び年額と、町への給

付総額とその算定根拠を教えてください。町

による現在の同支援額についても同じくお伺

いします。 

   材料費の上昇等による支援額の変動はある

のか。また、食材費として町が想定する金額

と国の支援額に差異がある場合はどうなるの

か伺います。 

   質問要旨３、上乗せ支援などは考えられな

いか、お伺いします。質や量、地産地消の推

進や栄養バランスに配慮した献立を維持する

ために、上乗せ支援などは考えられないのか、

お伺いします。 

   続いて、質問事項２です。 

   子育て支援センターの利用状況についてお

伺いします。 
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   本町には、子育て支援施策として、放課後

児童クラブと子育て支援センターがあります。 

   子育て支援センターは、どんがホール内に

ある総合子育て支援センター、かほくあいこ

ども園に併設のかほくあい子育てセンター、

ひなのこども園に併設のひなの子育てセンタ

ーのほか、ＮＰＯ法人の河北子育てアドバイ

ザーセンターが運営しているつどいの広場を

含めて４施設であります。 

   そこで、お伺いします。 

   質問要旨１、それぞれの施設の利用状況と

特徴についてであります。それぞれの施設の

利用状況と施設の内容、特徴について、交流

と遊びの場としての違いはどんなところか、

お伺いします。 

   質問要旨２、こども園との併設について。

あい子育てセンター、ひなの子育てセンター

は、それぞれのこども園に併設されているた

め、こども園の施設と見られているのではな

いか、お伺いします。 

   質問要旨３、休業日について。年末年始を

除く休業日について、総合子育て支援センタ

ーは水曜日、かほくあい、ひなの、両子育て

センターは土日祝日としておりますが、その

理由をお伺いいたします。 

   以上、町長の答弁を求めます。 

○丹野貞子議長 10番鈴木英友議員の一般質問に

対する町長の答弁を求めます。 

   「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 10番鈴木英友議員の一般質問に

お答えいたします。 

   最初に、学校給食費の無償化についてお答

えいたします。 

   まず、１点目、国の無償化政策の具体的内

容でございます。 

   学校給食費の抜本的な負担軽減、いわゆる

給食無償化につきましては、保護者負担とな

っている学校給食費の負担軽減を通した子育

て支援に取り組む自治体への支援として実施

されるものであります。 

   その支援額は、給食を実施する公立の小学

校における毎年５月１日現在の在校児童数に、

完全給食の基準額5,200円と11か月を乗じた

額となります。この額について、国が２分の

１、都道府県が２分の１をそれぞれ負担し、

町に対しては県を通して交付金として市町村

に配分されるものでございます。 

   ２点目の小学校の給食費の中の食材につい

て申し上げます。 

   令和８年度の支援額につきましては、本町

のように完全給食の場合、先ほども申し上げ

ましたが、児童１人当たり月額で5,200円、年

額で５万7,200円となります。したがいまして、

町への給付総額につきましては、令和８年度

の在校児童数、現時点では682名と想定してお

ります。これに基準額5,200円と11か月分を乗

じますと、この算定根拠に基づけば約3,900

万円が県から町のほうに支援額として入ると

いう想定でございます。 

   一方、町の小学校給食費でございますが、

児童数、同じく来年度の在校児童数の見込み

ですけれども682名といたしまして、単価は

356円、これは１日当たりの単価です。年間給

食数185回出しております。これを乗じますと、

年間の総額は約4,490万円でございます。した

がいまして、4,490万円と国、県を通して町に

支援される3,900万円、この差額は町の財政負

担により無償化を継続することになります。 

   町では、長引く食材料費高騰の影響を受け

る中で、給食の質や量を維持するため、令和

５年度から毎年、この給食費の単価を上げて

おります。令和７年10月より、小学校では349

円から356円として実施しております。 

   今後とも、できるだけ決められた給食費の

単費の中でということではございますが、工

夫をしながら、必要な質と量を今後とも確保
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して給食を提供してまいります。 

   また、先ほども申し上げましたけれども、

国、県の支援額、最終的には県から町に支援

されますけれども、これは本町で設定してい

る給食費よりも低い額であります。支援額を

超過する金額につきましては、町が全額を負

担して、引き続き子育て支援の充実を図って

まいります。 

   ３点目でございます。上乗せ支援などは考

えられないのかという点について申し上げま

す。 

   給食の献立は、栄養教諭、各学校の給食主

任の代表、調理責任者で行う献立検討会、ま

た栄養教諭、調理業務委託先の調理師で行う

食味選定の過程を経て決定しております。 

   食材の選定に当たっては、食味のよしあし

はもちろんのことですが、見積価格も考慮し

た上で決定しております。 

   給食食材の価格は、天候不順等による農産

物の高騰、輸送価格や人件費など社会情勢に

より物価上昇などが想定されるわけでござい

ますけれども、令和８年度の給食費について

は、１食当たり356円の中で工夫しながら提供

してまいる所存でございます。 

   本町の学校給食費は、11か月分とした場合、

月額6,000円程度となります。国が設定した基

準額の5,200円を上回る水準にございます。今

後とも、栄養水準の確保、さらには地産地消

の推進など、給食の質の向上に向けて、地産

地消については町でさらに予算を上乗せしな

がら、できるだけ多くの町産食材による給食

の提供を目指してまいります。 

   次に、子育て支援センターの利用状況につ

いてお答えいたします。 

   １点目のそれぞれの施設の利用状況と特徴

について申し上げます。 

   子育て支援センターは、児童福祉法に基づ

き、地域子育て支援拠点事業として実施され

ているものであります。 

   少子化や核家族化の進行、地域社会の変化

など、子供や子育てをめぐる環境が大きく変

化する中で、家族や地域における子育て機能

の低下や、子育て中の親の孤独感、不安感の

増大に対応するため、地域において子育て親

子の交流等を促進する子育て支援拠点の設置

を推進することにより、地域の子育て支援機

能の充実を図り、子育ての不安感を緩和し、

子供の健やかな育ちを支援することを目的と

して設置しているものであります。 

   事業内容といたしましては、乳幼児及びそ

の保護者が相互の交流を行う場所を開設し、

子育てについての相談、情報の提供、助言、

その他の援助を行う事業となっております。 

   本町には、総合子育て支援センター、かほ

くあい子育てセンター、ひなの子育てセンタ

ー、ＮＰＯ法人河北アドバイザーセンターが

運営しているつどいの広場、この４か所を地

域子育て支援拠点として、子育て親子の交流

の場を開設しているところでございます。 

   それぞれの施設の利用状況について申し上

げます。 

   最初に、どんがホール内にあります多目的

子ども空間についてですが、令和４年度の利

用者は4,344名、令和５年度は１万150名、令

和６年度は9,555名であり、令和８年、今年１

月末現在では8,070名の利用者となっており

ます。 

   次に、かほくあい子育てセンターの利用者

について申し上げます。令和４年度は2,209

名、令和５年度は3,121名、令和６年度は2,691

名、令和８年１月末現在では3,182名となって

おります。 

   次に、ひなの子育てセンターの利用者につ

いて申し上げます。令和４年度は1,566名、令

和５年度は4,929名、令和６年度は2,764名、

令和８年１月末現在では3,605名となってお
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ります。 

   最後に、つどいの広場の利用者について申

し上げます。令和４年度は1,638名、令和５年

度は2,377名、令和６年度は1,779名、令和８

年１月末現在では1,145名となっております。 

   今申し上げました各施設の内容、特徴につ

いて申し上げます。 

   どんがホール内にある多目的子ども空間は、

乳幼児から小学生まで利用することができる

施設でございます。幼児向けの大型遊具や畳

コーナー、ままごとコーナーがあり、多目的

まちかどホールの利用者がいないときは、ボ

ール遊びや足こぎ車で伸び伸びと遊ぶことが

できる施設でございます。 

   土日も開いてございますので、児童動物園

を訪れた帰りに、どんがホールに寄って遊ん

でいかれるご家族も増えてきております。児

童動物園とのつながりが出てきている状況に

ございます。 

   利用者についても、町内外はもとよりです

けれども、県外からの利用も増えてきている

状況でございます。 

   どんがホールの広い多目的まちかどホール

を利用し、親子で楽しめるイベントを土日に

開催していることや、土日に子育てについて

の相談などをすることができる施設でもあり

ます。 

   次に、かほくあい子育てセンターと、ひな

の子育てセンターは、各こども園に隣接し、

ゼロ歳２か月頃から就学前までの子供が親子

で遊べる場所であります。 

   子育てセンター事業のほか、かほくあい子

育てセンターでは、病後児保育事業と一時預

かり事業、ひなの子育てセンターでは病後児

保育事業を行っております。 

   かほくあい子育てセンターでは、フラワー

アレンジメントなどワークショップを中心と

したイベントを行い、ひなの子育てセンター

では、施設の広さを生かして、ベビーダンス

や親子コンサートなどを行っています。 

   つどいの広場では、季節ごとに伝統行事の

お楽しみ会を開催するほか、お誕生日会など

を行い、子育て親子が交流できる場所の提供

を行うなど、それぞれのセンターで工夫を凝

らした施設運営を行っております。 

   子育てセンター等に遊びに来た保護者同士

が交流し、情報交換を行ったり、子育てにつ

いての相談や情報提供を行い、コミュニケー

ションを図る交流の場になっております。 

   ２点目のこども園との併設について申し上

げます。 

   かほくあい子育てセンター、ひなの子育て

センターは、それぞれのこども園に併設され

ているため、こども園の施設と見られている

のではないかとのご指摘ですが、各施設や役

場に子育てセンターだよりを設置し、各セン

ターの場所をお知らせしているほか、ＬＩＮ

Ｅや子育てアプリ、町のホームページなどで

の情報発信により、町直営で運営しているこ

とは、子育て世代には広く認識され、町内外

の子育て世代からご利用いただいております。 

   ３点目の年末年始を除く休業日について、

総合子育て支援センターは水曜日、かほくあ

い、ひなの子育てセンターは土日祝日として

いるのはなぜか、この点について申し上げま

す。 

   本町には４つの子育て支援拠点がございま

す。休館日につきましては、総合子育て支援

センターは、どんがホールの中にあることか

ら、どんがホールと同じ水曜日を休館日とし、

こども園に併設されている、かほくあい子育

てセンター、ひなの子育てセンターにつきま

しては、土曜日、日曜日、祝日を休館日とし

ております。つどいの広場につきましては、

日曜日を休館日としております。 

   かほくあい子育てセンター、ひなの子育て
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センターでは、子育ての不安や悩みを相談し

たり、保護者同士の交流の場として開設して

いる子育てセンター事業のほか、病後児保育

事業として、病気やけがの回復期にあるお子

さんをご家庭で保育することができない場合、

一時的にお預かりし、働いている保護者が安

心して働くことができる環境を整備している

ものであります。 

   さらに、かほくあい子育てセンターでは、

保育所等を利用しない家庭においても、一時

的に家庭での保育が困難となる場合や、核家

族化の進行、地域のつながりの希薄化などに

より、育児疲れによる保護者の心理的、身体

的負担を軽減するため一時預かり事業も行っ

ており、安心して子育てができる環境を整備

しております。 

   土曜日、祝日に開館した場合ということで

は、平日の職員の勤務体制が整わず、病後児

保育や一時預かりをお断りしなければならな

い状況になることが考えられます。そのよう

なことから、かほくあい子育てセンター、ひ

なの子育てセンターでは、土曜日、日曜日、

祝日を休館日としている状況でございます。 

   いずれにしましても、現在の休業日の設定

については、町内にあるそれぞれの施設で休

館日が重ならないよう、そして先ほどご答弁

で申し上げましたそれぞれの特徴、機能を総

合的に勘案して、利用者がいずれか子育てセ

ンターを利用し、そして様々な利用に訪れて

いただく、そんなことにつなげてまいりたい

ということであります。 

   以上です。 

○丹野貞子議長 町長の答弁が終わりました。 

   再質問に入ります。 

   「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ただいま、町長のほう

から、小学校の給食費の無償化について並び

に子育て支援施設について、大変詳しくご回

答いただきましてありがとうございました。 

   ここでちょっとだけ再質問させていただき

ます。 

   まず、小学校の給食費の中の食材費につい

てであります。 

   先ほど町長の答弁にもありましたけれども、

当町の場合、国からの令和８年度の支援額は、

児童１人当たり月額5,200円、年額にしますと

５万7,200円、総額で3,900万円との説明があ

りました。これは、１食当たりに直しますと

約310円ぐらいになると思うんですけれども、

そういうふうに理解してよろしいでしょうか。 

○丹野貞子議長 「宇野学校教育課長」 

○宇野勝学校教育課長 今のところ国から示され

ているスキームは、あくまでも月額の計算で

あります。割り返しますと、そういうふうに

はなろうかと思いますけれども、あくまで月

額5,200円の11か月分というのが国のほうで

示されているものでございます。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） 今、課長答弁ですと、

あくまでも国のほうからは月額でという話だ

ったのですが、私なりに当町のほうで今出し

ている１食当たりの金額と同じような計算を

しますと、310円ぐらいになると思います。 

   これに対しまして、現在の町の小学校の給

食費の食材費は、児童１人当たり月額約5,990

円、年額で６万5,900円、総額で4,490万円、

１食当たり356円というふうになるわけです。 

   この１食当たりの金額は、町では356円、国

のほうで示したのは310円ということなんで

すけれども、要するに今まで町が356円を負担

していた中の310円までは国が支援するとい

う今現在の理解だと思うんですけれども、356

円、310円という金額を、献立、食材として考

えた場合、どのように捉えているか、お聞か

せください。安いとか、高いとか、感覚的な

もので結構なのですが、どうですか。 
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○丹野貞子議長 「宇野学校教育課長」 

○宇野勝学校教育課長 国のほうで給食の無償化

と示されました月額5,200円につきましては、

令和５年度の学校給食費の調査、全国平均、

これが約4,700円ほどでありました。これに物

価動向を加えて5,200円としたというふうに

なってございます。 

   これに対して、町のほうでは、年々実態に

合わせて、カロリー、あるいはそれぞれの１

食当たりのバランスが学校給食の中で決まっ

ていますので、それに合わせたメニューを作

るべく単価を設定してまいりました。近年の

物価動向に合わせ、令和５年度から毎年のよ

うに上げさせていただきましたので、多けれ

ば多いほどすばらしい給食ができるのかなと

は思いますが、適切な単価を維持しているの

かなというふうに感じております。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） 今答弁があったとおり、

これまで一応町のほうとしましては、児童１

食当たり、令和５年度当初は292円、それが令

和６年度当初が322円、令和７年度当初は349

円、そして令和７年10月からは356円と、本当

に今、課長が説明してくださったとおり、い

ろいろと工夫しながら献立作りをしてくださ

っているのだと思うんですけれども、昨今の

物価上昇、材料費の上昇等を考えて、356円で

もかなり大変なのではないかなと私は思うん

ですけれども、どうでしょうか。 

○丹野貞子議長 「宇野学校教育課長」 

○宇野勝学校教育課長 主食となっています米の

値段、あるいは毎日必要となっています牛乳、

この辺の単価上昇が非常に大きく、どうして

も町としても上げざるを得ないというところ

であります。 

   県内の市町村の給食の単価なんかを比較し

ましても、本町の場合は小学校においては上

位のほう、令和６年度の調査の結果でありま

すけれども、小学校、中学校とも10位前後と

なっていますので、決して低くはない数字な

のかなというふうな認識でございます。 

   この中で、栄養士さんを含め、学校におけ

る給食担当の先生方と一緒になってメニュー

を考えていただいているというようなところ

でございます。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） 確かに、私も当町の学

校給食については、もう本当に他校と比べて

も決して引けを取らないところが、今話があ

ったとおりいいのではないかと思うんですけ

れども、他市町村に比べてどうのこうのでは

なくて、やはり「かほくっこ」こどもみらい

応援宣言をしているわけですので、それの実

践の一つとして、例えばこの際、国のほうで、

給食費については、食材費については支援す

るというような施策を取っているわけですの

で、それを十分に生かして、例えば河北町が

これだけ子育て支援、学校給食費にも充実さ

せているんだということで、さらなる献立の

充実を考えてもいいのではないかなと思うの

ですけれども、その辺についての考えをお聞

かせください。 

○丹野貞子議長 「宇野学校教育課長」 

○宇野勝学校教育課長 この単価のほかに、町と

しても独自に町の食材、町産食材を取り入れ

てほしいということで、別途単独で食材費に

は上乗せをしています。そういったことから、

この中で十分な栄養と十分なボリュームを出

していければというふうな考えでおります。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ぜひお願いしたいと思

います。 

   あと、もう一つなんですけれども、食育と

いう観点からなのですけれども、児童と地域

との交流や食育への関心、そして学校給食へ

の理解を深めてもらえるよう、例えば地区住
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民や生徒児童家族にも給食を経験してもらう

ような機会があってもいいのではないかなと

思うのですけれども、例えば空き教室を利用

して、例えば毎月19日が食育の日となってい

るわけですね。あと、毎年６月は食育月間と

いって国でも頑張っているわけですから、そ

ういう何かイベントではないのですけれども、

地域との交流、あと子供さんたちも地域ぐる

みでの学校との交流等も考えて、そういう給

食への理解を深めるための何かを考えるとい

うのもいいのではないかと思うんですけれど

も、その辺についての考えを聞かせてくださ

い。 

○丹野貞子議長 「宇野学校教育課長」 

○宇野勝学校教育課長 高学年のほうであります

けれども、オードブル給食や親子給食等、こ

ういったところで実施をさせていただいてお

ります。 

   また、町内の地産地消を進めるため、生産

農家さんをお招きいたしまして、生産してい

ただいたものを使った給食、これらを児童と

一緒に食べていく機会を設けているというよ

うな状況でございます。 

   また、中部小学校においては、今年度２学

期から、給食の時間に地域の方に来ていただ

いて見守っていただくというような事業も取

組を始めたところでございます。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございます。 

   やはり今回は国のほうからの給食費につい

て、食材費について支援があるということで

すので、これを有効に考えていただきたいと

思います。 

   先ほど、町長の答弁にも、その差額分は590

万円ほどになるのだと思いますけれども、そ

れについては今までどおり町のほうの負担と

いうことなのですけれども、そういう見方も

あるのですが、今まで4,490万円をやっていた

ところのうちの3,900万円は国の補助がある

のだということを考えて、ぜひより一層の充

実を図っていただきたいと思います。 

   続きまして、子育てセンターのほうについ

て再質問させていただきます。 

   かほくあい子育てセンターと、ひなの子育

てセンターの違いというのは、一時預かり事

業があるかないかというようなことと、あと

交流スペースの大きさぐらいで、内容的にあ

まり変わりないような気がするのですけれど

も、どちらも対象年齢はゼロ歳２か月児、ゼ

ロ歳児から二、三歳児ぐらいまでの未就学児

だと思うんですけれども、そのような想定で

よろしいでしょうか。 

○丹野貞子議長 「池田こどもみらい課長」 

○池田恵子こどもみらい課長 今、議員がおっし

ゃったとおりで間違いありません。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） そうしますと、この２

つの施設については、どちらも設置内容も利

用対象者も同じような施設となるわけなんで

すけれども、令和７年８月から令和８年１月

までの半年間の利用数、利用者数を見た場合

に、かほくあい子育てセンターは1,836人、１

か月平均306人。これは１日に直しますと、土

日祝日は休みということですので、大体１日

十四、五名。ひなの子育てセンターについて

は、半年間で2,221名、１か月平均370人、１

日平均に直しますと、こちら16人、17人ぐら

いになるのです。 

   そうすると１日平均、どちらも十六、七人、

十五、六人前後なんですけれども、この16人

前後というのは、親子で考えた場合はせいぜ

い10組あるかないかぐらいだと思うんですけ

れども、多いか少ないかというふうになって

くると、この利用状況、利用人数については

どのように捉えていますか。 

○丹野貞子議長 「池田こどもみらい課長」 



 - 143 -

○池田恵子こどもみらい課長 １日15人というの

は多いのか少ないかということでありますけ

れども、令和８年１月末現在の利用者を１日

平均しますと、あい子育てセンターのほうは

約15人、ひなの子育てセンターは約17人の利

用があります。親子での人数になりますので、

１日平均にしますと約７組から８組の方から

ご利用いただいているという状況になります。 

   １日７組から８組の利用が多いか少ないか

ということになるかと思いますけれども、人

口５万人未満の市町村に設置されている地域

子育て支援拠点に対して行った調査によりま

すと、１日の平均的な親子利用組数が10組未

満の拠点が54％を占めているという結果があ

りますので、町の子育てセンターにつきまし

ては、多くも少なくもないちょうどよい利用

者数ではないかなと思っております。 

   利用者の方からは、施設や職員の雰囲気が

アットホームである、子供が伸び伸びと遊べ

るスペースがあるという声もあり、子育てセ

ンターに遊びに来る親子は２時間ぐらい遊ん

でいかれるということから、過密でない、利

用者と職員のコミュニケーションが取れるち

ょうどいい利用者数ではないかと思っている

ところです。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございます。 

   私もこの間、両方のこども園に顔を出して、

いろいろと状況を見てきたのですけれども、

やはり使われている方も、そして職員の方た

ちも、やはりこの人数的な部分については、

ちょうどいいというやっぱり言い方をするの

です。あまり多いと、やはり子供たち逆に心

配だし、少なければ少ないで心配なので、ほ

かのそういう施設から見ると、本当に安心し

ていただける場所だということで、結構町外

の方も利用しているようなので、それについ

ては分かりました。 

   ただ、町内を見た場合に、先ほどの質問事

項にもありましたけれども、こども園との併

設について、やはり両方ともこども園と併設

していますので、なかなか分かりづらいとい

う面があるかと思います。 

   先ほど、町長の答弁には、子育てセンター

だよりとか、あとＬＩＮＥアプリ、あと町の

ホームページなどにも情報発信しているし、

町の直営で運営している状況については、広

く子育て世代からは認識されているところで

ありましたけれども、それは私もいいのかな

と思うのですが、ただ町民から見た場合、も

っと平たく言えば、子育てしていない私たち

というか、子育てしていない方々によると、

やはりいまだにあそこに誰でも使える子育て

支援センターがあるというのは、なかなか分

からない人が多いのです。 

   実際に、この町の町民方に聞いても、あれ

はこども園の施設なので一般の人は使えない

んじゃないのとか、やっぱりいまだに多いの

ですね。ですから、子育て世代の方の理解を

求めるのではなくて、やはりもっともっと町

として、町民もしくは町外の人にも、こうい

う施設があるんだよということで、利用する

しないにかかわらず認識を進めていっていた

だきたい。せっかくの施設ですので、それに

ついてはやはりホームページだけに頼らず、

子育て支援だよりだけに頼らず、何かもっと

もっと看板をかける、何でもいいんですけれ

ども、そういう認知してもらう機会というも

のをもっとつくってもらいたいと思うのです

けれども、その辺どう考えますか。 

○丹野貞子議長 「池田こどもみらい課長」 

○池田恵子こどもみらい課長 子育て世代のみな

らず、多世代の方から知っていただけるよう

に、より多くの方から利用していただけるよ

うに、周知方法についても今後検討してまい

りたいと思います。 
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○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございます。 

   あと、どんがホール内にある総合子育て支

援センターですけれども、あそこについては、

本当に小さいお子さんから小学生まで遊べる

ということなんですけれども、私としての感

覚では、いろんな子育て支援センターはある

わけなんですけれども、確かに小学生を対象

にしたものが少ないのかなと思います。 

   放課後児童クラブはありますけれども、そ

れはそれとして、零歳児から未就学児までの

親子交流の施設というのは、子育て支援セン

ターは大変充実しているし、整備されている

とは思うのですけれども、小学生、特に１年

生、２年生、３年生ぐらいまでの小学生の低

学年、中学年あたりを対象とした施設という

のは、私は比較的少ないのではないかという

ふうに思います。 

   町内の子供さんたちも、小学生２年生、３

年生、やはり隣接している寒河江市、天童市、

東根市辺りのそういう大きな施設、子供用の

施設に連れていっている状態もあるわけなの

ですけれども、ぜひ河北町にも零歳児、未就

学児ばかりなくて、もっと小学生低学年児も

遊べるような施設があってもいいのではない

かなと思うんですけれども、それについては

どのようにお考えになりますか。 

○丹野貞子議長 「池田こどもみらい課長」 

○池田恵子こどもみらい課長 小学生対象の施設

と限定したような施設は町にはありませんけ

れども、今、動物園や中央公園、どんがホー

ル、町民体育館や各地区のセンターなどを利

用して遊んでいただいているのではないかな

というふうに思っています。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございます。 

   全く私も同じ考えなんですけれども、これ

は全く私の個人的な考えになるんですが、今、

課長からありましたとおり、やはりせっかく

この町は動物園もあります。あとは、町とし

ては本当に中央公園もあります。以前も、町

長も、とにかく動物園とどんがホールと中央

公園、これを人の集まるにぎわいづくりの中

心軸として考えているということがありまし

た。 

   私は、どんがホール全館的に、そういう子

供の遊び場的なパークといっていいのか、テ

ーマパークまではいかないですが、施設にし

ても、地域、人集め、にぎわいづくりには大

変効果的になるんじゃないかなと思うんです

けれども、ぜひその辺は今後考えていただき

たいと思います。 

   その辺については、町長だったらどのよう

にお考えになりますか。 

○丹野貞子議長 「森谷町長」 

○森谷俊雄町長 子育て世帯から、ある意味、河

北町は近隣にすばらしい施設、各市町村でと

いうか市が中心ですけれども、魅力的な施設

がございます。そういったものを選択しなが

ら活用されているという実態にあると思って

います。 

   それから見た場合に、若い世代については、

比較的車とか、そういったことでは移動が可

能な世代でありますので、そういう意味でい

うと、いろいろそのときの状況に応じてご利

用いただいているのかな、広域的な観点でご

利用いただいているのかなというふうに思い

ます。 

   逆に、本町の中央公園、あるいは動物園、

どんがホール、さらには研修センターですね。

体育館なんかはスポーツを楽しんでいる子供

たちが多いです。そういった意味で、広域的

な利用がなされているということだと思いま

す。 

   そういった意味で、広域的な視点から、そ

れでは河北町に特徴ある子育て支援機能をど
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う充実していくかということも考える必要が

あるというふうに思っています。 

   先ほど、細矢議員の中で、健康づくり、フ

レイル予防、そういった観点から、今後のい

かに子供たちが楽しく伸び伸びと育つ環境を

つくってあげられるか。そしてまた、高齢者

も伸び伸びと健康づくり、仲間づくり、交流

につなげられる環境をつくっていくか。様々

なニーズがあると思います。 

   そういった意味で、将来に向けて、本町と

して、あれもこれも全て単体で整備していく

ということは現実的ではないですし、広域的

な視点、あるいは世代間のニーズ、そして本

町の特徴、そういった視点を大事にしながら、

本町における子育て施設も含めて、今後のま

ちづくり、あるいは活力ある地域づくりの環

境づくり、土台づくりというものを、将来的

な財政負担も十分見通しながら、町として責

任を持って考えていく必要がある。 

   そのためには、いろんな世代、そして各地

域の声をしっかり把握していく必要があると

いうふうに思います。 

   以上です。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございまし

た。 

   最後になりますけれども、これはちょっと

参考にお聞きしたいのですけれども、教育長

にお聞きしていいのかどうか分からないんで

すが、学校給食に関してでありますけれども、

実際に今、当町には、例えばアレルギーの問

題とか、あとはいろんな理由で不登校とか、

午前中しか学校に来ていないとか、学校給食

を利用していないというか、利用できないと

いうか、そういう児童もいるかと思うんです

けれども、それは実際にどのぐらいいらっし

ゃるのかというのを参考に、把握していれば

教えていただきたいのですけれども。あと、

その対応を教えてください。 

○丹野貞子議長 「板坂教育長」 

○板坂憲助教育長 アレルギーについては、入学

前に調査をします。１年ごとに、学年が新し

くなるごとに調査をしております。新たにア

レルギーにかかった場合は、いつでも申し込

みくださいということで調査しています。 

   確かな人数は、ここに手元に資料がありま

せんので言えませんけれども、今アレルギー

に対しては非常に敏感になって調査をしてお

ります。 

   その対応としては、給食で今日の食材にア

レルギーのものがこれこれあるということを

しっかりとメニューに明示しております。そ

の対応としては、給食のほうで代替のものを

出すのに可能なものがあれば、それで対応し

ますし、可能でない場合は、家庭からの代用

品をお願いしているところであります。 

○丹野貞子議長 「10番鈴木英友議員」 

○10番（鈴木英友議員） ありがとうございまし

た。 

   いずれにしても、とにかく子育てにつきま

しては、当町は本当にどこの町よりも早く取

り組んで、制度的には大変充実していると思

いますので、今後とも引き続き、子供は本当

に町の宝ですので、大事に育てていきたいと

思いますので、よろしくお願いしたいと思い

ます。 

   これで質問を終わります。ありがとうござ

いました。 

○丹野貞子議長 以上で、10番鈴木英友議員の一

般質問を終わります。 

   以上で本日の日程は全部終了しました。 

   明日３月10日は午前９時までご参集をお願

いします。 

   本日はこれをもって散会します。 

   お疲れさまでした。 

午後２時１２分  散 会 
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